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Ⅰ 医療法人制度の概要 
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１   医療法人の種類及び性格 

医療法では、 医療機関が医業の非営利性を損なう こ と なく 法人格を取得する こ と によ

り 、 医業の永続性を確保する と と も に、資金の集積を容易にし 、医療の普及向上を図る こ

と を目的と し て医療法人制度を設けていま す。  

医療法人は、 病院、医師若し く は歯科医師が常時勤務する 診療所、介護老人保健施設又

は介護医療院を開設する こ と を主たる 目的と し て、 医療法の規定によ り 設立さ れた法人

のこ と をいい、 社団たる 医療法人と 財団たる 医療法人の二つの形態があり ま す。（ 医療法

第 39 条）  

社団たる 医療法人は、 医療施設を開設する こ と を主たる 目的と し た人の集合体に法人

格が付与さ れたも のです。 法人の資産は、 拠出又は寄附から なり ま す。  

なお、 平成 19 年４ 月の医療法改正によ り 、 持分の定めのある 法人は設立でき なく なり

ま し た。  

財団たる 医療法人は、 医療施設を開設する こ と を主たる 目的と し て寄附さ れた財産に

法人格が付与さ れたも のです。  

医療法人は、 公益法人でも 営利法人でも なく 、 いわば両者の中間的性格を持つ、医療法

によ る 特別法人である と いえま す。  

 

 

２   一人医師医療法人制度 

昭和 60 年 12 月の医療法改正によ り 、 医師又は歯科医師が一人又は二人常時勤務する

診療所を開設する 小規模な診療所にも 法人化の道が開かれま し た。こ れがいわゆる「 一人

医師医療法人制度」 です。  

こ の制度は、 医療経営と 家計、医業所得と 給与所得を分離する こ と によ り 、 診療所経営

の合理化や組織の適正化を図る こ と を 目的と し た制度で、 基本的には従来の医療法人と

全く 同じ 制度のも のです。  

社員や役員が一人で良いと する 制度ではないのでご注意く ださ い。  

 

 

３   設立認可の申請 

医療法人を設立する には、 知事の認可が必要です。（ 医療法第 44 条）  

医療法人を 設立し よ う と する 場合は、 医療法人設立認可申請書に必要な関係書類を添

えて、 設立代表者名で知事あて申請する こ と が必要です。  

 ※本手引き では、 社団たる 医療法人を設立する 場合の手続き を記載し ていま す。  

  



 

3 
 

４   資産要件 

医療法人の土地、建物等は、 法人の所有である こ と が望ま し いですが、 賃貸借契約によ

る 場合でも その契約が長期間にわたる も ので、かつ、確実なも のである 場合には差し 支え

あり ま せん。  

新たに診療所を開設する ために一人医師医療法人を設立する 場合及び経営実績が２ 年

未満で一人医師医療法人を設立する 場合には、 ２ か月以上の運転資金を有する こ と が必

要です。  

 

 

５   基 金 

平成 19 年４ 月から 、 持分の定めのない社団たる 医療法人は、 資金の調達手段と し て、

基金制度を採用する こ と ができ る よ う になり ま し た。（ 医療法施行規則第 30 条の 37 及び

第 30 条の 38）  

基金と は、上記法人の設立等にあたり 拠出さ れた金銭その他の財産であって、法人が拠

出者に対し て、双方の合意の定める と こ ろに従い返還義務（ 金銭以外の財産については、

拠出時の当該財産の価格に相当する 金銭の返還義務） を負う も のです。  

基金に関する 手続き の概要は、 次のと おり です。  

（ １ ） 基金を引き 受ける 者の募集をする にあたり 、 基金の拠出者の権利に関する 規定 

及び基金の返還の手続き を定款で定める 必要があり ま す。 なお、 基金の返還に係る          

債権には、 利息を付する こ と ができ ま せん。  

（ ２ ） 基金の返還は定時社員総会の決議によ って行わなければなり ま せん。  

なお、 返還する 場合には、 返還をする 基金に相当する 金額を代替基金と し て貸借対

照表上の純資産の部に計上し なければなり ま せん。 ま た、 代替基金は取り 崩すこ と

はでき ま せん。  

 

なお、基金制度の詳細については、厚生労働省通知「 医療法人の基金について（ 平成 19

年３ 月 30 日付け医政発第 0330051 号）」 を参照し てく ださ い。  
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６   医療法人の業務範囲 

医療法人は、 本来業務（ その開設する 病院、 診療所、 介護老人保健施設又は介護医療院

の業務） に支障のない限り 、 定款の定める と こ ろによ り 、 次に掲げる 附帯業務の全部又は

一部を行う こ と ができ ま す。（ 医療法第 42 条各号）（ 厚生労働省通知「 医療法人の附帯業

務について（ 平成 19 年３ 月 30 日付け医政発第 0330053 号）」）  

( １ )   医療関係者の養成又は再教育 

( ２ )   医学又は歯学に関する 研究所の設置 

( ３ )   医療法第 39 条第１ 項に規定する 診療所以外の診療所の開設 

( ４ )  疾病予防のために有酸素運動（ 継続的に酸素を摂取し て全身持久力に関する

生理機能の維持又は回復のために行う 身体の運動をいう 。） を行わせる 施設であ

って、 診療所が附置さ れ、 かつ、 その職員、 設備及び運営方法が厚生労働大臣の

定める 基準に適合する も のの設置（ 疾病予防運動施設）  

( ５ )  疾病予防のために温泉を 利用さ せる 施設であって、 有酸素運動を行う 場所を

有し 、 かつ、 その職員、 設備及び運営方法が厚生労働大臣の定める 基準に適合す

る も のの設置（ 疾病予防温泉利用施設）  

( ６ )  保健衛生に関する 業務（ 保健衛生上の観点から 行政庁が行う 規制の対象と な

る 業務のすべてをいう のではなく 、 直接国民の保健衛生の向上を主たる 目的と し

て行われる 業務又は国際協力等の観点から 、 海外における 医療の普及又は質の向

上に資する 業務に限ら れていま す。）  

( ７ )  社会福祉法第２ 条第２ 項及び第３ 項に掲げる 事業のう ち厚生労働大臣が定め

る も のの実施 

( ８ )  有料老人ホームの設置（ 老人福祉法に規定する も の。）  

なお、収益業務（ 厚生労働大臣が定める 業務） については社会医療法人以外でき ま せん。 

 

 

７   定 款 

定款は、 社団たる 医療法人の組織、運営等に関する 基本を定めたも のです。 定款には、

次の事項を定めなければなり ま せん。（ 医療法第 44 条）  

( １ )   目 的 

( ２ )   名 称 

( ３ )  開設し よ う と する 病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の名称及び

開設場所 

( ４ )   事務所の所在地 

( ５ )   資産及び会計に関する 規定 

( ６ )   役員に関する 規定 
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( ７ )   理事会に関する 規定 

( ８ )   社員総会及び社員たる 資格の得喪に関する 規定 

( ９ )   解散に関する 規定 

( 10)  定款の変更に関する 規定 

( 11)  公告の方法 

( 12)  医療法人設立当初の役員 

※ 本手引き 内の定款例を参考に作成し てく ださ い。  

なお、定款を変更する 場合には知事の認可が必要です。定款を変更し よ う と する 場合に

は医療法人定款変更認可申請書に、 必要な書類を添えて申請し てく ださ い。  

 

 

８   設立総会 

社団たる 医療法人を設立する には、あら かじ め設立総会を開催し 、次に掲げる 事項を審

議し 、 決定し なければなり ま せん。  

( １ )   医療法人の設立の趣旨承認 

( ２ )   社員の確認 

( ３ )   定款の承認 

( ４ )   拠出( 寄附) 申込み及び設立時の財産目録の承認 

( ５ )   初年度及び次年度分の事業計画及び収支予算の承認 

( ６ )  役員及び管理者の選任 

( ７ )   設立代表者の選任 

( ８ )   診療所の土地、 建物等を賃借する 場合の契約の承認 

( ９ )   その他の必要事項 

設立総会の議事については、議事の概要を議事録と し て作成し 、確実に保存し なければ

なり ま せん。  

※ 本手引き 内にある 設立総会議事録（ 例） を参考にし て下さ い。  

 

 

９   運営機関 

社団たる 医療法人の運営機関には、 法人の意思決定機関である 「 社員総会」、 執行機関

である「 理事会」 並びに監査機関である「 監事」 があり ま す。 社員総会及び理事会の議事

については厚生労働省令に定める 事項を内容と する 議事録を作成し 、 会議の日から 10 年

間、 主たる 事務所に備え置かなければなり ま せん。  

詳細は、社員総会については「 11 社員総会」 を、理事会については「 15 理事会」 を、

監事については「 16 監事」 をご覧く ださ い。  
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10  社 員 

  社団たる 医療法人は複数の人が集ま って構成さ れた団体であり 、 その構成員のこ と を

社員と 呼びま す。 従業員と は異なり ま す。  

  社員は社員総会と いう 合議体の構成員と なる 為、 原則と し て３ 人以上必要です。  

  社員は社員総会において法人運営にあたっての重要事項について議決権及び選挙権を

行使する ため、 実質的に法人の意思決定に関われない者を名目的に社員と し て選任する

こ と は認めら れま せん。  

  社員の入社については、 社員総会で承認を得る こ と が必要です。ま た、その退社につい

ては定款で定める 手続き を経る こ と と さ れていま す。  

  社団たる 医療法人は社員名簿を据え置き 、 社員の変更がある ごと に必要な変更を加え

る 必要があり ま す。  

 

 

11  社員総会 

社団たる 医療法人の運営機関の一つと し て社員総会があり ま す。  

社員総会は、社員をも って構成する 法人の最高意思決定機関であり 、次の事項は社員総

会の議決を経なければなり ま せん。  

( １ )   定款の変更 

( ２ )   毎事業年度の事業計画の決定又は変更 

( ３ )   収支予算及び決算の決定又は変更 

( ４ )   重要な資産の処分 

( ５ )   借入金額の最高限度の決定 

( ６ )   社員の入社及び除名 

( ７ )   本社団の解散 

( ８ )   他の医療法人と の合併若し く は分割に係る 契約の締結又は分割計画の決定 

( ９ )  その他重要な事項 

 

なお、後述する 理事及び監事は、 社員総会に出席し 、社員から 特定の事項について説明

を求めら れた場合には、 当該事項について必要な説明をし なければなり ま せん。（ 医療法

第 46 条の３ の４ ）  
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12  役員数 

医療法人は、 役員と し て、 理事３ 人以上及び監事１ 人以上を置く こ と が原則です。（ 医

療法第 46 条の５ ）  

 

 

13  理  事 

医療法人の理事は、理事会の構成員と し て、医療法人の業務執行に係る 決定に参画し ま

す。  

ま た、法令及び定款並びに社員総会の決議を遵守し 、法人のため忠実にその職務を行う

義務、 法人に著し い損害を及ぼすおそれがある 事実を発見し たと き の監事への報告義務

などが課せら れ、 義務違反等の場合には損害賠償責任を負う こ と があり ま す。  

なお、知事の認可を受けた場合を除き 、医療機関の管理者は必ず理事に加えなければな

り ま せん。（ 医療法第 46 条の５ ）  

( １ )   理事の義務等（ 主なも の）  

・ 忠実義務（ 法令、 定款、 社員総会の決議を遵守し 、 法人のため忠実に職務を

行う 義務）  

・ 善管注意義務（ 民法の委任の規定に基づく 善良な管理者の注意義務）  

・ 競業及び利益相反取引の制限（ ①自己又は第三者のためにする 医療法人の事

業の部類に属する 取引、 ②自己又は第三者のためにする 医療法人と の取引、

③医療法人が当該理事の債務を保証する こ と その他当該理事以外の者と の間

における 医療法人と 当該理事と の利益が相反する 取引、 を行う 場合には理事

会において、 当該取引につき 重要な事実を開示し 、 その承認を受ける こ と 及

び取引後にその報告が必要）  

・ 社員総会における 説明・ 報告義務（ 社員から 説明又は報告を求めら れたと

き ）  

・ 監事に対する 報告義務（ 法人に著し い損害を及ぼすおそれのある 事実を発見

し たと き ）  

( ２ )   理事の責任（ 主なも の）  

・ 法人に対する 損害賠償責任（ 任務を怠ったこ と によ り 生じ た損害を賠償する

責任）  

・ 第三者に対する 損害賠償責任（ 職務につき 悪意・ 重大な過失があった場合に

第三者に生じ た損害を賠償する 責任）  
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14  理事長 

医療法人の理事のう ち、１ 人は理事長と し 、医師又は歯科医師のう ちから 選出し なけれ

ばなり ま せん。  

医療法人を代表する 者は、理事長のみであり 、理事長以外の理事には代表権はあり ま せ

ん。  

理事長は、 医療法人の業務に関する 一切の裁判上又は裁判外の行為をする 権限を有し

ま す。（ 医療法第 46 条の６ の２ ）  

理事長は、３ ヶ 月に１ 回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告する 義務があり

ま す。（ 定款に定めた場合は、 毎事業年度２ 回以上（ ４ ヶ 月を超える 間隔） に緩和する こ

と が可能）  

 

 

15  理事会 

理事会は、 すべての理事で組織し 、 次に掲げる 職務を行いま す。  

( １ )  本社団の業務執行の決定 

( ２ )   理事の職務の執行の監督 

( ３ )  理事長の選出及び解職 

( ４ )  重要な資産の処分及び譲受けの決定 

( ５ )  多額の借財の決定 

( ６ )  重要な役割を担う 職員の選任及び解任の決定 

( ７ )  従たる 事務所その他の重要な組織の設置、 変更及び廃止の決定 

( ８ )  その他定款に定める 事項 

 

 

16  監  事 

監事は、 当該医療法人の理事又は法人の職員を兼ねる こ と は認めら れま せん。（ 医療法

第 46 条の５ 第８ 項）  

監事の職務の重要性に鑑み、 実際に法人監査業務を実施でき ない者が名目的に選任さ

れる こ と なく 、 法人運営を含む財務諸表の監査を客観的に行える 者を選任する こ と が必

要です。  
 

※参考： 厚生労働省通知「 病院又は老人保健施設等を開設する 医療法人の運営管理指導

要綱の制定について（ 平成２ 年３ 月１ 日付け健政発第 110 号）」  

「 医療法人運営管理指導要綱」 Ⅰ組織運営 ２ 役員 ( 6) 監事 

１  理事、評議員及び法人の職員を兼任し ていないこ と 。 ま た、 他の役員と 親

族等の特殊の関係がある 者ではないこ と 。  
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監事の職務は次のと おり です。（ 医療法第 46 条の８ ）  

( １ )   医療法人の業務を監査する こ と  

( ２ )   医療法人の財産の状況を監査する こ と  

( ３ )   医療法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し 、

当該会計年度終了後３ 月以内に社員総会及び理事会に提出する こ と  

( ４ )   上記( 1) 又は( 2) によ る 監査の結果、 本社団の業務又は財産に関し 不正の行為

又は法令若し く は定款に違反する 重大な事実がある こ と を発見し たと き は、 こ れ

を知事、 社員総会又は理事会に報告する こ と  

( ５ )   上記( 4) の報告をする ために必要がある と き は、 社員総会を招集する こ と  

( ６ )   理事が社員総会に提出し よ う と する 議案、書類、その他の資料を調査し 、法令

若し く は定款に違反し 、 又は著し く 不当な事項がある と 認める と き は、 その調査

の結果を社員総会に報告する こ と  

( ７ )   理事会に出席し 、 必要がある と 認める と き は意見を述べる こ と （ 医療法第 46

条の８ の２ ）  

 

なお、職務を行う について悪意又は重大な過失があったと き は、こ れによ って第三者に

生じ た損害を賠償する 責任を負いま す。ま た、監査報告に記載すべき 重要な事項について

の虚偽の記載の場合も 同様です。（ 医療法第 48 条）  

 

 

17  役員の欠格事由 

次のいずれかに該当する 者は、 医療法人の役員と なる こ と はでき ま せん。（ 医療法第 46

条の５ 第５ 項において準用する 第 46 条の４ 第２ 項）  

( １ )  精神の機能の障害によ り 職務を適正に行う に当たって必要な認知、 判断及び

意思疎通を適切に行う こ と ができ ない者 

( ２ )  医療法、医師法、歯科医師法その他医事に関する 法令の規定によ り 罰金以上の

刑に処せら れ、 その執行を終わり 、 又は執行を受ける こ と がなく なった日から 起

算し て２ 年を経過し ない者 

( ３ )  ( ２ ) に該当する 者を除く ほか、 禁錮以上の刑に処せら れ、 その執行を終わり 、

又は執行を受ける こ と がなく なる ま での者 

ま た、医療法人の非営利性の観点から 、医療法人と の間に取引関係のある 営利法人の役

職員が、 医療法人の役員に就任する こ と は原則と し て認めら れま せん。（ 厚生労働省通知

「 医療機関の開設者の確認及び非営利性の確認について（ 平成５ 年２ 月３ 日付け総第５

号・ 指第９ 号）」）  
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18  会計年度と 決算 

医療法人の会計年度は、 ４ 月１ 日に始ま り 、 翌年の３ 月 31 日に終わる も のを原則と し

ま すが、 定款によ り 、 各法人において、 任意の１ 年を定める こ と ができ ま す。（ 医療法第

53 条）  

医療法人は、 適時に、 正確な会計帳簿を作成し 、 会計帳簿の閉鎖の時から 10 年間、 そ

の会計帳簿及びその事業に関する 重要な資料を保存し なければなり ま せん。（ 医療法第 50

条の２ ）  

そし て、 医療法人は、 毎会計年度の終了後２ 月以内に事業報告書等（ 事業報告書、 財産

目録、 貸借対照表、 損益計算書、 関係事業者（ 理事長の配偶者がその代表者である こ と そ

の他の当該医療法人又はその役員と 厚生労働省令で定める 特殊の関係がある 者） と の取

引の状況に関する 報告書） を作成し 、 監事の監査、 理事会及び社員総会の承認を経て、 ３

月以内に知事に事業報告書等及び監事が作成し た監査報告書を届け出なければなり ま せ

ん。ま た、同じ く 会計年度の終了後３ 月以内に知事に開設する 病院又は診療所ごと の経営

情報の報告を提出し なければなり ま せん。（ 医療法第 69 条の２ 第２ 項） なお、 事業報告書

等は、監事の監査を受け理事会の承認を受けた後、監事が作成し た監査報告書と と も に社

員総会の１ 週間前の日から ５ 年間、主たる 事務所に備え置く 必要があり ま す。 さ ら に、医

療法人は、 貸借対照表及び損益計算書を作成し た時から 10 年間、 保存する 義務があり ま

す。（ 医療法第 51 条、 第 51 条の２ 、 第 51 条の４ 及び第 52 条）  

 

※知事に届け出る 書類は次のと おり です。  

( １ )   事業報告書 

( ２ )   財産目録 

( ３ )   貸借対照表 

( ４ )   損益計算書 

( ５ )  関係事業者と の取引の状況に関する 報告書（ 厚生労働省令で定める 取引に該

当する 場合）  

( ６ )   監事の監査報告書 

（ ７ ）  開設する 病院又は診療所ごと の経営情報の報告 

ま た、 事業報告書等、 監事の監査報告書及び定款は、 主たる 事務所に備えて置き 、 社員

又は債権者から の請求があれば、正当な理由がある 場合を除き 、当該事務所において閲覧

さ せなければなり ません。（ 医療法第 51 条の４ ）  

なお、上記の届出があった書類と 定款については、県民等から 請求があれば、 都道府県

知事はこ れを閲覧さ せなければなら ないと 定めら れていま す。（ 医療法第 52 条第２ 項）  

閲覧の対象は、事業報告書等及び監事の監査報告書については、過去３ 年間に届けら れ

たも の、 定款については、 現存する も のと なり ま す。  
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◎決算に係る定時社員総会スケジュールの参考例（４月から翌年３月決算の場合） 

 法人税の確定申告期限と の関係から 、 毎会計年度の終了後２ 月以内に定時社員総会

を開催する ケース を例と し ていま す。  

3 月 31 日 会計年度末  

4 月 1 日 新会計年度開始 

決算関係書類・事業報告書等の作成 

・ 医療法人は、 毎会計年度終了後２ 月以内に、 事業報告書等（ 事業報告

書、 財産目録、 貸借対照表、 損益計算書及び関係事業者と の取引の状

況に関する 報告書） を作成 

 

4 月 23 日 監事へ事業報告書等を提出し、監事の監査を受ける 

監事による監査報告書の提出 

・ 監事は、 事業報告書等を受領し た日から ４ 週間を経過し た日又は理事

及び監事が合意によ り 定めた日のいずれか遅い日ま でに監査報告書

を社員総会及び理事会に提出 

← 
 

最 

大 

４ 

週 

間 
 

→ 

5 月 14 日 理事会招集通知の発出 

・ 上記期間の間に、 ス ケジュ ール調整など会議開催に向けた作業 

・ 理事会招集権者が、 理事会の日の１ 週間前ま でに理事会招集通知を発

出 

5 月 22 日 理事会開催 ( 過半数の理事と 監事が出席)  

・ 監事の監査を受けた事業報告書等の承認 
← 

 

１ 
 

週 
 

間 
 

→ 

 理事会の承認を受けた事業報告書等などの備え置き 

・ 社員総会の日の１ 週間前ま でに、 事業報告書等と 監事の監査報告書を

主たる 事務所に備え置く  

5 月 22 日 社員総会召集通知の発出 

・ 理事長は社員総会の１ 週間前ま でに、 理事会の承認を受けた事業報告

書等などと と も に社員総会召集通知を発出 

5 月 30 日 定時社員総会開催 ( 総社員数の過半数が出席)  

・ 貸借対照表及び損益計算書の承認 

・ 前記を除く 事業報告書等及び監事報告書の報告 

 

6 月中 知事に事業報告書等を届出 

・ 知事に事業報告書等届を提出 

法務局への登記申請 

・ 毎事業年度末から ３ 月以内に変更登記 

知事に医療法人登記事項届を届出 

・ 登記後、 知事に医療法人登記事項届を提出 

 

 
 

※参考： 負債 50 億円以上又は収益 70 億円以上など 厚生労働省令で定める 基準に該当

する 一定規模以上の医療法人は、 厚生労働省令で定める 医療法人会計基準に

従い、貸借対照表及び損益計算書を作成し 、公認会計士等によ る 監査、 公告を

実施し なければなり ま せん。（ 医療法第 51 条、 第 51 条の３ ）  
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19  賃貸借契約の引継ぎ 

土地、建物は、 医療法人の所有である こ と が望ま し いですが、個人が開業医と し て賃借

し ていた診療所の土地、建物、医療機械器具等を医療法人が、 引き 続き 賃借する こ と は差

し 支えあり ま せん。 なお、 こ の場合は、 土地、 建物又は医療機械器具等の所有者の承認が

必要です。  

ま た、個人開業医と 土地、建物の所有者と の賃貸借契約を終了さ せ、 新たに医療法人と

所有者と の賃貸借契約を締結さ せる 必要があり 、 こ の契約は長期間にわたる も のであり 、

かつ、確実なも のである こ と を要し ま す。こ の賃貸借契約書は、法人設立認可申請の際の

添付書類の一つになり ま す。  

なお、 個人開業医が所有者（ 甲） から 賃借し ていた土地、 建物又は医療機械器具等につ

いては、 新たに賃借人（ 乙） を医療法人○○会 設立代表者□□□□と 表示し た覚書又は

賃貸借契約を締結し 、 特約事項と し て「 本契約は、神奈川県知事に申請中の医療法人の設

立が登記さ れた日をも って発効する も のと し 、同法人設立のう えは乙の表示は、医療法人

○○会 理事長□□□□（ 主たる 事務所の所在地を記載） と 読み替える も のと する 。」 を加

えておく こ と が必要です。  

 

 

20  設立登記 

医療法人は、 法務局へ設立登記し なければ成立し ま せん。（ 医療法第 46 条）  

従って、医療法人設立認可があれば、出資の払込みその他設立に必要な手続き が終了し

た日から ２ 週間以内に主たる 事務所を 管轄する 法務局に、 理事長が登記の申請をし なけ

ればなり ま せん。（ 組合等登記令第２ 条）  

さ ら に設立登記後は、 設立登記を行ったこ と を「 医療法人登記事項届」 によ り 神奈川県

知事へ提出し てく ださ い。（ 医療法施行令第５ 条の 12）  

( １ )  目的及び業務 

( ２ )  名 称 

( ３ )  事務所の所在場所 

( ４ )  理事長の住所及び氏名 

( ５ )  存続期間又は解散の事由を定めたと き は、 その時期又は事由 

( ６ )  資産の総額（ 純資産額）  

 

ま た、 設立登記申請書類の添付書類は、 次のと おり です。（ 組合等登記令第 16 条）  

( １ )   定  款 

( ２ )  理事長の資格を証する 書面( 就任承諾書)  

( ３ )   設立認可書 
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( ４ )   資産の総額を証する 書類( 財産目録)  

( ５ )   代理人によ って申請する 場合には、 その権限を証する 書面 

なお、 設立登記の際に、 理事長の印鑑を同時に法務局へ届け出る 必要があり ま す。  

 

 

21 剰余金の配当の禁止 

医療法人は、 剰余金の配当が禁止さ れていま す。（ 医療法第 54 条）  

従って、 収益を生じ た場合には、 施設の整備、法人職員の待遇改善等に充てる ほかは積

立金と し て留保し なければなり ま せん。  

ま た、配当ではないが、 事実上利益の分配と みら れる 行為も 禁止さ れていま す。 それら

にあたる と さ れる 行為は次のよ う なも のです。  
 

 

※参考: 配当類似行為の例 

近隣の土地建物の賃借料と 比較し て、 著し く 高額な賃借料の設定 

病院等の収入等に応じ た定率賃借料の設定 

病院等の本来業務や附帯業務以外の不動産賃貸業 

役員等への不当な利益の供与                   等 
 

 

 

なお、 理事、 監事の報酬等（ 報酬、 賞与その他の職務執行の対価と し て法人から 受ける

財産上の利益） について、定款にその額を定めていないと き は、 社員総会の決議によ って

定める こ と と さ れていま す。  

 

 

22  解散及び残余財産の処分 

医療法人は次に掲げる 事由によ り 解散し ま す。（ 医療法第 55 条）  

( １ )   目的たる 業務の成功の不能 

( ２ )   社員総会の決議 

( ３ )   他の医療法人と の合併 

( ４ )   社員の欠亡 

( ５ )   破産手続開始の決定 

( ６ )   設立認可の取消し  

( ７ )   定款をも って定めた解散事由の発生 

なお、解散し た医療法人の残余財産は、合併及び破産の場合を除く ほかは、 定款の定め

る と こ ろによ り 、 国若し く は地方公共団体又は医療法人その他の医療を提供する 者であ
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って省令で定める も ののう ちから 選定し た者に帰属し ます。（ 医療法第 44 条第５ 項）  

ま た、 解散の事由（ 上記( １ )  ( ２ ) ） によ っては知事の認可を受けなければ、 解散の効

力は生じ ま せん。なお、こ の場合知事はあら かじ め医療審議会の意見を聴く こ と になって

いま す。（ 医療法第 55 条第７ 項）



 

 
 

 



15 
 

Ⅱ 医療法人設立手続き の流れ 
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設立認可申請の流れについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

  

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

医療法人設立認可申請書準備 

（ 申請書素案作成、 設立総会開催等）  

医療法人設立認可申請書（ 素案）  

の作成、 提出 

事前審査 

医療法人設立認可申請 

（ 本申請）  

 

 

※詳細なス ケ ジュ ールはホ ーム ペ

ージを ご 覧く ださ い。  

※基本的には電話やメ ールによ る

やり 取り と なり ま す。  

※こ の時点では押印等は不要です。  

※１ 部提出し てく ださ い。  

※県担当者の指示を 受けた後、 押

印済みの書類を ３ 部（ 正本１ 部、

副本２ 部） 提出し てく ださ い。  

※提出書類の詳細については「 Ⅳ 

医療法人設立認可必要書類」 を ご

確認く ださ い。  

※場合によ り 書類の修正等を お願

いする 場合があ り ま す。  

※横浜市、 川崎市、 相模原市、 横須

賀市に主た る 事務所を 設け る 場合は

各市へ申請を 行い、 認可を 受けて く

ださ い。 な お、 各市長あ て 申請の場

合は、 各様式の「 神奈川県知事」 の

部分はすべて 「 〇〇市長」 と し て く

ださ い 

※こ れ以降、 神奈川県への申請につ

いての記載と なり ま す。  
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝（ 注） ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

 

 

 

 

 

神奈川県医療審議会へ諮問 

診療所等開設許可申請書を 所管の 

保健所、 保健福祉事務所に提出 

医療法人登記事項届、 登記済みの履歴事

項全部証明書及び定款（ 理事長によ る 原

本証明が必要） を 県医療企画課に提出 

※登記完了後、 遅滞なく 設立登記を

行っ たこ と の届（ 医療法人登記事項

届） を 神奈川県知事に提出し てく だ

さ い。（ 医療法施行令第５ 条の12）  

※添付する 履歴事項全部証明書につ

いては原本を 送付し てく ださ い。  

※認可書は直渡し と さ せていただ

いており ま す。 印鑑を 持参の上、

ご 来庁く ださ い。  

設立認可書の交付、 受領 

設立登記申請書を 法務局に提出 
※認可を 受けた後、 法務局に設立

登記を し て く ださ い。（ 医療法第

43条第１ 項）  

※登記完了後、 速やかに開設許可申

請書を 提出し 、 入院設備を 有する 場

合は、 病床設置許可申請書およ び構

造設備使用許可申請書を 診療所所在

地の保健所等に提出し 、 許可を 受け

てく ださ い。  

※なお、 入院設備を 有する 場合は他

に必要な手続き があ る 場合があ り ま

すので、 保健所等にお問合せく ださ

い。  
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※二重破線（ 注） 以降の手続き については、 医療法人設立関係以外の事務になり ま す。 不

明点等がご ざいま し たら 各所管の保健所等へお問合せく ださ い。  

※上記は神奈川県が提出先の法人の流れです。 横浜市、 川崎市、 相模原市、 横須賀市に主

たる 事務所を 設ける 場合は手続き の流れや必要書類が異なる 場合があ り ま すので、 詳細に

ついては、 提出先の各市ま でお問合せいただき ま すよ う お願いし ま す。  

開設許可書の交付、 受領 

保険医療機関指定関係書類を  

関東信越厚生局神奈川事業所 

（ 神奈川県内で開設する 場合） へ提出 

保険医療機関指定通知書の交付、 受領 

保険診療の開始 

開設届の提出 

※開設届を 診療所所在地の保健所に

提出し て く ださ い。（ 医療法施行令

第４ 条の２ ）  

※保険医療機関の指定を 受ける 場合

は、 関東信越厚生局神奈川事務所で

手続き を 行っ てく ださ い。  
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１   設立認可申請書類の提出先について  

医療法人の設立認可等については医療法によ り 都道府県知事の事務と さ れていま

すが、 神奈川県ではこ の事務を横浜市長、 川崎市長、 相模原市長及び横須賀市長に

移譲し ていま す。  

こ のため、医療法人の主たる 事務所の所在地や開設する 医療施設の所在地によ り 、

申請書等の提出先が異なり ま す。  

※ 本手引書は神奈川県内の横浜市、 川崎市、 相模原市及び横須賀市以外の地域におい

て医療施設を一ヵ 所開設する 医療法人を設立する 場合を中心に記述し ており ま す。     

それ以外の医療法人を設立し よ う と する 場合は次の区分によ り 本書の記載事項を読

み替えてく ださ い。  

 

・   横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市の各市内においてのみ医療施設を開設す

る 場合 

提出先は各市になり ま すので、次のと おり 読み替え、各市の担当部署あてに提

出し てく ださ い。  

（ 提出書類の詳細等については、 各担当部署にご確認く ださ い。）  

  神奈川県知事    →  各市長 

  医療企画課        →  （ 横浜市の場合）  

横浜市健康福祉局健康安全部医療安全課 

（ 川崎市の場合）  

川崎市健康福祉局保健医療政策部医事・ 薬事担当 

（ 相模原市の場合）  

相模原市健康福祉局保健衛生部地域保健課 

（ 横須賀市の場合）  

横須賀市民生局健康部保健所企画課 

 

・   横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市を含む県内の二以上の市町村域において

医療施設を開設する 場合（ 例： 横浜市と 横須賀市で開設し 、 法人化）  

    提出先は神奈川県になり ま すので読み替えは不要です。  

提出先       →神奈川県健康医療局保健医療部医療企画課 

 

・   横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市以外の県内の市町村域において医療施設

を開設する 場合（ 例： 平塚市で開設し 、 法人化）  

    提出先は神奈川県になり ま すので読み替えは不要です。  

提出先       →神奈川県健康医療局保健医療部医療企画課 
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２   設立認可申請書類の作成について  

( 1)   設立認可申請書                                                   

医療法人を設立し よ う と する 場合は、「 医療法人設立認可申請書」 に必要事項を

記入し 、添付書類を添えて設立代表者名で、神奈川県知事あて申請する こ と が必要

です。  

 

( 2)   設立認可申請書類作成上の注意 

① 用紙は、 Ａ ４ 判を縦にし て左横書き 、 左と じ と し ま す。  

② 書類はなる べく 、 様式を県ホームページから ダウ ンロ ード の上、 W ord によ っ

て作成し てく ださ い。  

③ 設立認可申請書の最上部（ かがみ） に表紙をつけないよ う にし てく ださ い。  

④ 設立認可申請書は、 設立代表者名で作成し 、 住所は設立代表者個人の住所にし

てく ださ い。  

⑤ 設立総会議事録については、 全頁に設立者全員の割印が必要です。 ま た、 A４

判よ り 小さ い添付書類は、 台紙に貼っていただき 、 台紙と の間に設立者全員の割

印を押し てく ださ い。  

⑥ 申請書正本１ 部及び副本２ 部は、 県担当者の指示を受けてから 提出し てく ださ

い。 正本については原本証明さ れている も の以外は全て原本（ 医師（ 歯科医師）

免許証、 不動産賃貸借契約書、 リ ース 契約書等は写し で結構です。） と し 、 ２ 穴ひ

も 綴じ にてく ださ い。  

なお、 副本については正本の写し で差し 支えあり ま せん。  

⑦ 申請者の了解のも と に小訂正をする こ と があり ま すので、 書類の各頁の上部余

白にその書類の記名者（ 定款及び設立総会議事録は設立者全員、 その他のも のは

設立代表者） の捨印をし ておく と 便利です。  

なお、 捺印、 捨印及び割印は全て個人の実印でし ま す。  
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３  必要書類 

申請に当たって必要な書類は次のと おり です。  

１  医療法人設立認可申請書 

２   定  款 

３   設立趣意書                                                   

４   設立当初において当該医療法人に所属すべき 財産の財産目録                                

５   財産目録の証明書類 

６   開設し よ う と する 診療所の概要   

７   管理者就任承諾書                                                

 ８   管理者と なる も のの医師（ 歯科医師） 免許証（ 写）  

９   役員と なる も のの役員就任承諾書、 履歴書、 印鑑登録証明書                      

        10  社員及び役員の名簿 

11  委任状 

12 設立総会議事録                                                                        

13  設立後２ （ ３ ） 年間の事業計画                                                 

14  設立後２ （ ３ ） 年間の予算書及び予算明細書                                

   （ ※実期間が１ 年６ 月未満の場合は、 ３ 年度分の事業計画及び予算書）  

15  設立代表者の原本証明 

 

※ 書類によ っては、 さ ら に詳細な書類の添付が必要になり ま す。  

詳細は「 Ⅳ 医療法人設立認可必要書類」 をご確認く ださ い。   
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４  注意事項 

   ※社員・ 役員について 

原則と し て、 拠出( 寄附) は１ 名以上、 社員は３ 名以上と し 、 役員については、 医療法

人と 関係のある 特定の営利法人の役員と 兼務し ないよ う にし てく ださ い。  

  

※不動産等を拠出( 寄附) する 場合について 

  土地・ 建物等を拠出( 寄附) さ れる 場合には、こ れを基本財産と する こ と が望ま れま す。 

こ のため、 定款に次の条項を挿入する 必要があり ま す。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                         

（ 基本財産）  

第１１条  本社団の資産のう ち、 次に掲げる 財産を基本財産と する 。  

(1)  ……… 

(2)  ……… 

(3)  ……… 

２   基本財産は処分し 、 又は担保に供し てはなら ない。 ただし 、 特別の理由がある 場

合には、 理事会及び社員総会の議決を経て、 処分し 、 又は担保に供する こ と ができ

る 。  

（ 以下１ 条ずつ繰り 下げる ）  
 

（ 議決事項）  

第２３条  次の事項は社員総会の議決を経なければなら ない。  

(1)  定款の変更 

(2)  基本財産の設定及び処分（ 担保提供を含む）  

(3)  毎事業年度の事業計画の決定及び変更 

（ 以下、 １ 号ずつ繰り 下げる ）  
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Ⅲ 医療法人設立認可必要書類 
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設立認可申請の際の必要書類一覧 
 
 

必要書類 押印 
様式

番号 

該当 

ページ 

注意事項 

基準日等 

１ 医療法人設立認可申請書  ① 27 日付は空欄にし ておいてく ださ い。  

２ 定款  
 28  

３ 設立趣意書  ② 38 日付は設立総会の開催日です。  

４ 設立当初において 当該医療法人に所属すべき 財

産の財産目録 

 
   

イ  設立時の財産目録  ③ 39  

ロ  設立時の財産目録の明細書  ④ 40 証明日は設立総会の開催日です。  

ハ 設立時の負債内訳書 
 

⑤ 42 
借入のう ちから 執行し 、 引き 継ぐ も のは

領収書を 添付し てく ださ い。  

５ 財産目録の証明書類  
   

イ  不動産及びその他の固定資産の評価書     

ロ  銀行等の預金残高証明書  
   

ハ 診療報酬等の決定通知書  
   

二 負債残高証明及び債務引継承認願 

（ 借入金）  

 
⑥ 45 宛名と 証明者は同一にし てく ださ い。  

ホ 負債残高証明及び債務引継承認願 

（ リ ース 物件）  

 
⑦ 46 宛名と 証明者は同一にし てく ださ い。  

ヘ リ ース 契約引継承認願  ⑧ 47 宛名と 証明者は同一にし てく ださ い。  

６ 開設し よ う と する 診療所の概要  ⑨⑩ 48,49  

イ  開設し よ う と する 診療所の概要  
   

ロ  敷地図（ 公図）、 周辺図  
   

ハ 平面図  
  ビ ル内の場合はフ ロ ア図も 必要です。  

二 土地の登記事項証明書 

 

  

法人が役員の土地を 貸借する 場合、 又は

土地を 拠出し 、 法人が土地を 所有する こ

と と なる 場合に必要です。  

ホ 土地の賃貸借契約書（写） 
 

  
法人が役員の土地を 貸借する 場合に必要

です。  

へ 建物の登記事項証明書     

ト  建物の賃貸借契約書（写） 

 

  

転貸借の場合、 所有者と 賃貸人の原契約

書、 所有者の転貸借への同意が分かる 書

類が必要です。  

チ 覚書  ⑪ 51  

リ  近傍類似 
 

⑫ 52 
法人が役員の土地建物等を 貸借する 場合

に必要です。  

（ 次頁に続く ）  
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７ 管理者就任承諾書 要 ⑬ 53  

８ 管理者と なる も のの医師（ 歯科医師） 免許証（ 写）     

９ 役員及び社員と なる も のの役員就任承諾書（ 非役

員の社員は、 役員就任承諾書は不要）、 履歴書、 印

鑑登録証明書 

要 ⑭⑮ 54,55 日付は設立総会の開催日です。  

10 役員及び社員の名簿  ⑯ 56 日付は設立総会の開催日です。  

11 委任状 要 ⑰ 57  

12 設立総会議事録 要 ⑱ 58 本申請の際は割印が必要です。  

13 設立後２ （ ３ ） 年間の事業計画 
 

⑲ 62 
実期間が１ 年６ カ月未満の場合、 ３ 年度

分必要です。  

14 設立後２ （ ３ ） 年間の予算書及び予算明細書 
 

⑳ 63 
実期間が１ 年６ カ月未満の場合、 ３ 年度

分必要です。  

15 設立代表者の原本証明 要 ㉑ 67 日付は空欄にし ておいてく ださ い。  
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Ⅳ 各種設立申請様式 



（ 様式①）  

27 

第32号様式（ 第25条関係）（ 用紙 日本産業規格Ａ ４ 縦長型）  

 

医 療 法 人 設 立 認 可 申 請 書                

 

年  月  日   

 

   神奈川県知事○○ ○○ 殿 

住 所            

設 立 者                

（ 設立代表者）                

氏 名（ ふり がな）      

 

医療法第44条第１ 項の規定によ り 、 次のと おり 医療法人の設立の認可を受けたいので、

申請し ま す。  

 １  名 称（ ふり がな）  

  

２  主たる 事務所の所在地 

 

 ３  開設し よ う と する 病院、 診療所、 介護老人保健施設又は介護医療院の名称及び開設

場所 

 

 ４  病院、 診療所、 介護老人保健施設又は介護医療院の開設以外の業務を併せて行う 場

合は、 その業務の概要 
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社団医療法人の定款例 備 考 

 

医療法人○○会定款 

 

第１ 章  名称及び事務所 

 

（ 名称）  

第１ 条  本社団は、 医療法人○○会と 称する 。  

 

（ 事務所）  

第２ 条  本社団は事務所を 神奈川県○○市○○町○番地に置く 。  

 

第２ 章  目的及び事業 

 

（ 目的）  

第３ 条  本社団は、 診療所を 経営し 、 科学的でかつ適正な医療を 普及する こ

と を 目的と する 。  

 

（ 事業）  

第４ 条  本社団の開設する 診療所の名称及び開設場所は、 次のと おり と す

る 。  

○○診療所  神奈川県○○市○○町○番地 

 

第３ 章  基  金 

 

（ 募集）  

第５ 条  本社団は、 その財政的基盤の維持を 図る ため、 基金を 引き 受ける 者

の募集を する こ と ができ る 。  

 

（ 返還義務）  

第６ 条  本社団は、 基金の拠出者に対し て、 本社団と 基金の拠出者と の間の

合意の定める と こ ろに従い返還義務（ 金銭以外の財産については、 拠出時

の当該財産の価額に相当する 金銭の返還義務） を 負う 。  

 

（ 返還手続き ）  

第７ 条  基金の返還は、 定時社員総会の決議によ っ て行わなければなら な

い。  

２   本社団は、 あ る 会計年度に係る 貸借対照表上の純資産額が次に掲げる 金

額の合計額を 超える 場合においては、 当該会計年度の次の会計年度の決算

の決定に関する 定時社員総会の日の前日ま での間に限り 、 当該超過額を 返

還の総額の限度と し て基金の返還を する こ と ができ る 。  

( 1)   基金（ 代替基金を 含む。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 複数の事務所を 有する 場

合は、 すべてこ れを 記載
し 、 かつ、 主たる 事務所

を 定めてく ださ い。  

・ ビ ルの一室を事務所と す
る 場合は、 階数（ フ ロ ア

の一部を使用する 場合は

部屋番号、 区画名等） ま
で定めてく ださ い。 （ ビ

ル名も 定める こ と が望ま

し い。 ）  

 

 
・ 複数の診療所を 開設する

場合は、 すべてこ れを 記
載し てく ださ い。 ま た、
開設する 診療所が１ 箇所

の場合は第２ 条の事務所
と 所在地は原則と し て同
じ にし てく ださ い。  

・ ビ ルの一室を診療所と す
る 場合は、 階数（ フ ロ ア
の一部を使用する 場合は

部屋番号、 区画名等） ま
で定めてく ださ い。 （ ビ
ル名も 定める こ と が望ま

し い。 ）  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

・ 取り 崩すこ と ができ ない

科目を すべて掲げてく だ

さ い。  
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社団医療法人の定款例 備 考 

( 2)  資産につき 時価を 基準と し て評価を 行っ たこ と によ り 増加し た貸借

対照表上の純資産額 

３   前項の規定に違反し て本社団が基金の返還を 行っ た場合には、 当該返還

を 受けた者及び当該返還に関する 職務を 行っ た業務執行者は、 本社団に対

し 、 連帯し て、 返還さ れた額を 弁済する 責任を 負う 。  

４   前項の規定にかかわら ず、 業務執行者は、 その職務を 行う について注意

を 怠ら なかっ たこ と を 証明し たと き は、 同項の責任を 負わない。  

５   第３ 項の業務執行者の責任は、 免除する こ と ができ ない。 ただし 、 第２

項の超過額を 限度と し て当該責任を 免除する こ と について総社員の同意が

ある 場合は、 こ の限り でない。  

６   第２ 項の規定に違反し て基金の返還がさ れた場合においては、 本社団の

債権者は、 当該返還を 受けた者に対し 、 当該返還の額を 本社団に対し て返

還する こ と を 請求する こ と ができ る 。  

 

（ 返還に係る 債権）  

第８ 条  基金の返還に係る 債権には、 利息を 付する こ と ができ ない。  

 

（ 代替基金）  

第９ 条  基金の返還を する 場合には、 返還を する 基金に相当する 金額を 代替

基金と し て計上し なければなら ない。  

２   前項の代替基金は、 取り 崩すこ と ができ ない。  

 

第４ 章  資産及び会計 

 

（ 資産の構成）  

第 10 条  本社団の資産は次のと おり と する 。  

( 1)   設立当時の財産 

( 2)   設立後寄附さ れた金品 

( 3)   事業に伴う 収入 

( 4)   その他の収入 

２   本社団の設立当時の財産目録は、 主たる 事務所において備え置く も のと

する 。  

 

（ 資産の管理）  

第 11 条  本社団の資産は、 社員総会又は理事会で定めた方法によ っ て、 理

事長が管理する 。  

 

第 12 条  資産のう ち現金は、 医業経営の実施のため確実な銀行又は信託会

社に預け入れ若し く は信託し 、 又は国公債若し く は確実な有価証券に換え

保管する 。  

 

（ 予算の議決）  

第 13 条  本社団の収支予算は、 毎会計年度開始前に理事会及び社員総会の

議決を 経て定める 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・ 土地・ 建物等を 拠出（ 寄

附） さ れる 場合は、 こ れ

を 基本財産と する こ と が
望ま れま す。 こ の場合、

定款に基本財産の条項を

挿入する 必要があり ま
す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

30 

社団医療法人の定款例 備 考 

（ 会計年度）  

第 14 条  本社団の会計年度は、 毎年４ 月１ 日に始ま り 翌年３ 月 31 日に終わ

る 。  

 

（ 決算の承認）  

第 15 条 本社団の決算については、 事業報告書、 財産目録、 貸借対照表及び

損益計算書（ 以下「 事業報告書等」 と いう 。） を 作成し 、 監事の監査、 理

事会の承認及び社員総会の承認を 受けなければなら ない。  

２   本社団は、 事業報告書等、 監事の監査報告書及び本社団の定款を 事務所

に備えて置き 、 社員又は債権者から 請求があっ た場合には、 正当な理由が

ある 場合を 除いて、 こ れを 閲覧に供し なければなら ない。  

３   本社団は、 毎会計年度終了後３ 月以内に、 事業報告書等及び監事の監査

報告書を 神奈川県知事に届け出なければなら ない。  

 

（ 剰余金の処分）  

第 16 条  決算の結果、 剰余金を 生じ たと し ても 、 配当し てはなら ない。  

 

第５ 章  社  員 

 

（ 社員資格の取得）  

第 17 条  本社団の社員になろ う と する 者は、 社員総会の承認を 得なければ

なら ない。  

２   本社団は、 社員名簿を 備え置き 、 社員の変更がある ご と に必要な変更を

加えなければなら ない。  

 

（ 社員資格の喪失）  

第 18 条  社員は、 次に掲げる 事由によ り その資格を 失う 。  

( 1)   除  名 

( 2)   死  亡 

( 3)   退  社 

２   社員であっ て、 社員たる 義務を 履行せず本社団の定款に違反し 又は品位

を 傷つける 行為のあっ た者は、 社員総会の議決を 経て除名する こ と ができ

る 。  

 

（ 退社）  

第 19 条  やむを 得ない理由のある と き は、 社員はその旨を 理事長に届け出

て、 ( 理事長に届け出て、 社員総会の承認を 得て  )退社する こ と ができ

る 。  

 

第６ 章  社員総会 

 

（ 会議の開催）  

第 20 条  理事長は、 定時社員総会を 、 毎年２ 回、 ○月及び○月に開催す

る 。  

２   理事長は、 必要がある と 認める と き は、 いつでも 臨時社員総会を 招集す

 

・ 任意に１ 年間を 定めても

差し 支えあり ま せん。

（ 法第 53 条参照）  

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

・ 下線部、 又は○○市長、

以下同じ 。  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・ 退社について社員総会の

承認の議決を 要する こ と
と し ても 差し 支えあり ま

せん。  

・（  ） 内の下線部は、 選
択でき る 内容です。 以下

同じ 。  

 
 

 

・ 定時社員総会は、 収支予
算の決定と 決算の決定の

ため年２ 回以上開催し ま

す。  
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る こ と ができ る 。  

３   理事長は、 総社員の５ 分の１ 以上の社員から 社員総会の目的である 事項

を 示し て臨時社員総会の招集を 請求さ れた場合には、 その請求があっ た日

から 20 日以内に、 こ れを 招集し なければなら ない。  

４   社員総会の招集は、 期日の少なく と も ５ 日前ま でに、 その社員総会の目

的である 事項、 日時及び場所を 記載し 、 理事長がこ れに記名し た書面で社

員に通知し なければなら ない。  

 

（ 議長の選任）  

第 21 条  社員総会の議長は、 社員の中から 社員総会において選任する 。  

 

（ 議決事項）  

第 22 条  次の事項は、 社員総会の議決を 経なければなら ない。  

( 1)   定款の変更 

( 2)   毎事業年度の事業計画の決定又は変更 

( 3)   収支予算及び決算の決定又は変更 

( 4)   重要な資産の処分 

( 5)   借入金額の最高限度の決定 

( 6)   社員の入社及び除名 

( 7)   本社団の解散 

( 8)  他の医療法人と の合併若し く は分割に係る 契約の締結又は分割計画

の決定 

２   その他重要な事項についても 、 社員総会の議決を 経る こ と ができ る 。  

 

（ 議決の方法）  

第 23 条  社員総会は、 総社員の過半数の出席がなければ、 その議事を 開

き 、 決議する こ と ができ ない。  

２   社員総会の議事は、 法令又はこ の定款に別段の定めがある 場合を 除き 、

出席し た社員の議決権の過半数で決し 、 可否同数のと き は、 議長の決する

と こ ろ によ る 。  

３  前項の場合において、 議長は、 社員と し て議決に加わる こ と ができ な

い。  

 

（ 議決権及び選挙権）  

第 24 条  社員は、 社員総会において各１ 個の議決権及び選挙権を 有する 。  

 

（ 書面議決及び代理人）  

第 25 条  社員総会においては、 あら かじ め通知のあっ た事項のほかは議決

する こ と ができ ない。 ただし 、 急を 要する 場合はこ の限り ではない。  

２   社員総会に出席する こ と のでき ない社員は、 あら かじ め通知のあっ た事

項についてのみ書面又は代理人を も っ て議決権及び選挙権を 行使する こ と

ができ る 。 ただし 、 代理人は社員でなければなら ない。  

３   代理人は、 代理権を 証する 書面を 議長に提出し なければなら ない。  

 

（ 議決権のない場合）  

第 26 条  社員総会の議決事項につき 特別の利害関係を 有する 社員は、 当該

 
 
・ ５ 分の１ を 下回る 割合を

定める こ と も 可能です。  
 
 
 
 

・ 招集の通知は、 定款で定

めた方法によ り 行いま
す。 書面のほか電子的方

法によ る こ と も 可能で

す。  
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事項につき その議決権を 行使でき ない。  

 

（ 議事録）  

第 27 条  社員総会の議事については、 次の事項の内容を 記載（ 又は記録）

し た議事録を 作成し 、 社員総会の日から 10 年間主たる 事務所に備え置

く 。  

( 1)   開催の日時及び場所 

( 2)   社員の現在数及び氏名 

( 3)   出席社員の数及び氏名 

( 4)   議事の経過の要領及びその結果 

( 5)  決議を 要する 事項について特別の利害関係を 有する 社員があ る と き

は、 当該社員の氏名 

( 6)   出席し た理事又は監事の氏名 

( 7)   議長の氏名 

( 8)   議事録の作成に係る 職務を 行っ た者の氏名 

( 9)   その他法令で定める 事項 

２   議事録には議長及び議事録署名人が、 署名（ 若し く は記名押印又は電子

署名） する 。 ただし 、 議事録署名人は、 社員総会において出席社員のう ち

から 選出する 。  

 

（ 細則）  

第 28 条  社員総会の議事についての細則は、 社員総会で定める 。  

 

第７ 章  役  員 

 

（ 役員の種類及び定数）  

第 29 条  本社団に次の役員を 置く 。  

( 1)   理  事  ３ 名以上５ 名以内 

    う ち  理事長  １ 名 

( 2)   監  事  １ 名 

 

（ 役員の選任）  

第 30 条  理事及び監事は、 社員総会の決議によ っ て選任する 。  

２   理事長は、 理事会において、 理事の中から 選出する 。  

３   本社団の開設する 診療所の管理者は、 必ず理事に加えなければなら な

い。 ただし 、 神奈川県知事の認可を 受けた場合はこ の限り ではない。  

４   前項の理事は、 管理者の職を 退いたと き は、 理事の職を 失う も のと す

る 。  

５   理事又は監事のう ち、 その定数の５ 分の１ を 超える 者が欠けたと き は、

１ 月以内に補充し なければなら ない。  

 

（ 役員の職務及び権限）  

第 31 条  理事長は本社団を 代表し 、 本社団の業務に関する 一切の裁判上又

は裁判外の行為を する 権限を 有する 。  

２   理事長は、 本社団の業務を 執行し 、  

 
 
 
・ 社員総会の議事録は、 電

磁的記録によ って作成す

る こ と も 可能です。（ 法

施行規則第 31 条の３ の
２ 、 第 31 条３ の３ 及び

第 31 条３ の４ 参照）  

・ 議事録を 紙で作成・ 保管
する 場合は、 第１ 項を

「 記載」 と し てく ださ

い。 電磁的記録によ っ て
作成・ 保管する 場合は

「 記録」 と し てく ださ

い。  
 

 

 

 
 
 

・ 電子署名： 法施行規則第
31 条の５ の５ 参照 

・ 議事録を 紙で作成・ 保管

する 場合は、 第１ 項を
「 署名」 か「 記名押印」
のいずれかと し てく ださ

い。 電磁的記録によ っ て
作成・ 保管する 場合は
「 電子署名」 と し てく だ

さ い。  
 
 

 
 
 
・ 役員は、 理事３ 名以上及

び監事１ 名以上を 置く こ
と が原則です。（ 法第 46

条の５ 第１ 項）  

 

 

 

 
 

 
 
 
・ 理事の職への再任を 妨げ

る も のではあり ま せん。  
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（ 例１ ） ３ 箇月に１ 回以上、 自己の職務の執行の状況を 理事会に報告し なけ

ればなら ない。  

（ 例２ ） 毎事業年度に４ 箇月を 超える 間隔で２ 回以上、 自己の職務の執行の

状況を 理事会に報告し なければなら ない。  

３   理事長に事故がある と き は、 理事長があら かじ め定めた順位に従い、 理

事がその職務を 行う 。  

４   監事は、 次の職務を 行う 。  

( 1)   本社団の業務を 監査する こ と 。  

( 2)   本社団の財産の状況を 監査する こ と 。  

( 3)   本社団の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を 作

成し 、当該会計年度終了後３ 月以内に社員総会及び理事会に提出する こ

と 。  

( 4)  第１ 号又は第２ 号によ る 監査の結果、本社団の業務又は財産に関し 不

正の行為又は法令若し く はこ の定款に違反する 重大な事実がある こ と

を 発見し たと き は、こ れを 神奈川県知事、社員総会又は理事会に報告す

る こ と 。  

( 5)  第４ 号の報告を する ために必要がある と き は、社員総会を 招集する こ

と 。  

( 6)   理事が社員総会に提出し よ う と する 議案、書類、その他の資料を 調査

し 、法令若し く はこ の定款に違反し 、又は著し く 不当な事項がある と 認

める と き は、 その調査の結果を 社員総会に報告する こ と 。  

５   監事は、 本社団の理事又は職員（ 本社団の開設する 診療所の管理者その

他の職員を 含む。 ） を 兼ねてはなら ない。  

 

（ 役員の任期）  

第 32 条  役員の任期は、 ２ 年と する 。 ただし 、 再任を 妨げない。  

２   補欠によ り 就任し た役員の任期は、 前任者の残任期間と する 。  

３   役員は、 第 29 条に定める 員数が欠けた場合には、 任期の満了又は辞任

によ り 退任し た後も 、 新たに選任さ れた者が就任する ま で、 なお役員と し

ての権利義務を 有する 。  

 

（ 役員の解任）  

第 33 条  役員は、 社員総会の決議によ っ て解任する こ と ができ る 。 ただ

し 、 監事の解任の決議は、 出席し た社員の議決権の３ 分の２ 以上の賛成が

なければ、 決議する こ と ができ ない。  

 

（ 役員の報酬等）  

第 34 条  役員の報酬等は、  

（ 例１ ） 社員総会の決議によ っ て別に定める と こ ろによ り 支給する 。  

（ 例２ ） 理事及び監事について、 それぞれの総額が、 ○○円以下及び○○円

以下で支給する 。  

（ 例３ ） 理事長○円、 理事○円、 監事○円と する 。  

 

（ 競業及び利益相反取引の制限）  

第 35 条  理事は、 次に掲げる 取引を し よ う と する 場合には、 理事会におい

て、 その取引について重要な事実を 開示し 、 その承認を 受けなければなら

・ こ の報告は、 現実に開催
さ れた理事会において行

わなければなら ず、 報告

を 省略する こ と はでき ま
せん。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

・ ３ 分の２ を 上回る 割合を
定める こ と も でき ま す。  

 

 

 
 
・ 役員の報酬等について、

定款にその額を定めてい
ないと き は、 社員総会の
決議によ っ て定める 必要

があり ま す。  
・ 定款又は社員総会の決議

において理事の報酬等の

「 総額」 を 定める 場合、
各理事の報酬等の額はそ
の額の範囲内で理事会の

決議によ っ て定める こ と
も 差し 支えあり ま せん。
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ない。  

( 1)   自己又は第三者のためにする 本社団の事業の部類に属する 取引 

( 2)   自己又は第三者のためにする 本社団と の取引 

( 3)  本社団がその理事の債務を 保証する こ と その他その理事以外の者と

の間における 本社団と その理事と の利益が相反する 取引 

２   前項の取引を し た理事は、 その取引後、 遅滞なく 、 その取引についての

重要な事実を 理事会に報告し なければなら ない。  

 

（ 責任の一部免除又は限定）  

第 36 条  本社団は、 役員が任務を 怠っ たこ と によ る 損害賠償責任を 、 法令

に規定する 額を 限度と し て、 理事会の決議によ り 免除する こ と ができ る 。  

２   本社団は、 非理事長理事等と の間で、 任務を 怠っ たこ と によ る 損害賠償

責任について、 当該非理事長理事等が職務を 行う につき 善意でかつ重大な

過失がないと き に、 損害賠償責任の限定契約を 締結する こ と ができ る 。 た

だし 、 その責任の限度額は、 ○円以上で本社団があら かじ め定めた額と 法

令で定める 最低責任限度額と のいずれか高い額と する 。  

 

第８ 章  理事会 

 

（ 構成）  

第 37 条  理事会は、 すべての理事を も っ て構成する 。  

 

（ 職務）  

第 38 条  理事会は、 こ の定款に別に定める も ののほか、 次の職務を 行う 。  

( 1)   本社団の業務執行の決定 

( 2)   理事の職務の執行の監督 

( 3)   理事長の選出及び解職 

( 4)   重要な資産の処分及び譲受けの決定 

( 5)   多額の借財の決定 

( 6)   重要な役割を 担う 職員の選任及び解任の決定 

( 7)   従たる 事務所その他の重要な組織の設置、 変更及び廃止の決定 

 

（ 招集）  

第 39 条  理事会は、  

（ 例１ ） 各理事が招集する 。  

（ 例２ ） 理事長（ 又は理事会で定める 理事） が招集する 。 こ の場合、 理事長

（ 又は理事会で定める 理事） が欠けたと き 又は理事長（ 理事会で定める 理

事） に事故がある と き は、 各理事が理事会を 招集する 。  

２   理事長（ 又は理事会で定める 理事、 又は各理事） は、 必要がある と 認め

る と き は、 いつでも 理事会を 招集する こ と ができ る 。  

３   理事会の招集は、 期日の１ 週間前ま でに、 各理事及び各監事に対し て理

事会を 招集する 旨の通知を 発し なければなら ない。  

４   前項にかかわら ず、 理事会は、 理事及び監事の全員の同意がある と き

は、 招集の手続を 経る こ と なく 開催でき る 。  

 

ただし 、 監事が２ 人以上
ある と き に監事の報酬等

の「 総額」 を 定める 場合

は、 各監事の報酬等は、
その額の範囲内で監事の

協議によ っ て定めま す。

ま た、「 総額」 を 上回ら
なければ、 再度、 社員総

会で決議する こ と は必ず

し も 必要ではあり ま せ
ん。  

 
 
・ 本条を規定する か否かは

任意です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・ 原則、 各理事が理事会を

招集し ま すが、 理事会を
招集する 理事を定款又は

理事会で定める こ と がで

き ま す。  

 

 
 

 
・ １ 週間を 下回る 期間を 定

める こ と も でき ま す。  
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（ 議長）  

第 40 条  理事会の議長は、 理事長と する 。  

 

（ 理事会の決議）  

第 41 条  理事会の決議は、 法令又はこ の定款に別段の定めがある 場合を 除

き 、 議決事項について特別の利害関係を 有する 理事を 除く 理事の過半数が

出席し 、 その過半数を も っ て行う 。  

２   前項の規定にかかわら ず、 理事が理事会の決議の目的である 事項につい

て提案し た場合において、 その提案について特別の利害関係を 有する 理事

を 除く 理事全員が書面又は電磁的記録によ り 同意の意思表示を し たと き

は、 理事会の決議があっ たも のと みなす。 ただし 、 監事がその提案につい

て異議を 述べたと き はこ の限り でない。  

 

（ 議事録）  

第 42 条  理事会の議事については、 次の事項の内容を 記載（ 又は記録） し

た議事録を 作成し 、 理事会の日から 10 年間主たる 事務所に備え置く 。  

( 1)   開催の日時及び場所 

( 2)   理事及び監事の現在数及び氏名 

( 3)   出席し た理事及び監事の数及び氏名 

( 4)   議事の経過の要領及びその結果 

( 5)  決議を 要する 事項について特別の利害関係を 有する 理事があ る と き

は、 当該理事の氏名 

( 6)  議長の氏名 

( 7)  その他法令で定める 事項 

２   理事会に出席し た理事及び監事は、 前項の議事録に署名（ 若し く は記名

押印又は電子署名） する 。  

 

（ 細則）  

第 43 条  理事会の議事についての細則は、 理事会で定める 。  

 

第９ 章  定款の変更 

 

（ 定款の変更）  

第 44 条  こ の定款は、 社員総会の議決を 経、 かつ、 神奈川県知事の認可を

受けなければ変更する こ と ができ ない。  

 

第 10 章  解散、 合併及び分割 

 

（ 解散）  

第 45 条  本社団は、 次の事由によ っ て解散する 。  

( 1)   目的たる 業務の成功の不能 

( 2)   社員総会の決議 

( 3)   第４ 条に掲げる 診療所のすべてを 廃止し たと き  

( 4)   他の医療法人と の合併 

( 5)   社員の欠亡 

 

 

 
 

 

・ 過半数を 上回る 割合を 定
める こ と も でき ま す。  

 
 
・ 本項を規定する か否かは

任意です。  
 
 

 

 

 
 
 

・ 理事会の議事録は、 電磁
的記録によ っ て作成する
こ と も 可能です。（ 法施

行規則第 31 条の５ の４
及び第 31 条の５ の５ 参
照）  

・ 議事録を 紙で作成・ 保管
する 場合は、 第１ 項を
「 記載」 と し てく ださ

い。 電磁的記録によ っ て
作成・ 保管する 場合は

「 記録」 と し てく ださ

い。  
 

 

・ 署名し 、 又は記名押印す
る 者を 、 理事会に出席し

た理事長及び監事と する

こ と も 可能です。  
・ 議事録を 紙で作成・ 保管

する 場合は、 第１ 項を

「 署名」 か「 記名押印」
のいずれかと し てく ださ

い。 電磁的記録によ っ て

作成・ 保管する 場合は
「 電子署名」 と し てく だ

さ い。  
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社団医療法人の定款例 備 考 

( 6)   破産手続開始の決定 

( 7)   設立認可の取消し  

２   本社団は、 総社員の４ 分の３ 以上の賛成がなければ、 前項第２ 号の社員

総会の決議を する こ と ができ ない。  

３   第１ 項第１ 号又は第２ 号の事由によ り 解散する 場合は、 神奈川県知事の

認可を 受けなければなら ない。  

４   第１ 項第４ 号又は第６ 号の事由によ っ て本社団が解散し た場合には、 神

奈川県知事にその旨を 届け出なければなら ない。  

 

（ 清算人）  

第 46 条  本社団が解散し たと き は、 合併及び破産手続開始の決定によ る 解

散の場合を 除き 、 理事がその清算人と なる 。 ただし 、 社員総会の議決によ

っ て理事以外の者を 選任する こ と ができ る 。  

２   清算人は、 前条第１ 項第３ 号又は第５ 号の事由によ っ て本社団が解散し

た場合には、 神奈川県知事にその旨を 届け出なければなら ない。  

３   清算人は、 次の各号に掲げる 職務を 行い、 又、 当該職務を 行う ために必

要な一切の行為を する こ と ができ る 。  

( 1)   現務の結了 

( 2)   債権の取立て及び債務の弁済 

( 3)   残余財産の引渡し  

 

（ 残余財産）  

第 47 条  本社団が解散し た場合の残余財産は、 合併及び破産手続開始の決

定によ る 解散の場合を 除き 、 次の者から 選定し て帰属さ せる も のと する 。  

( 1)   国 

( 2)   地方公共団体 

( 3)   医療法第 31 条に定める 公的医療機関の開設者 

( 4)  都道府県医師会又は郡市区医師会（ 一般社団法人又は一般財団法人に

限る 。）  

( 5)  財団たる 医療法人又は社団たる 医療法人であっ て持分の定めのない

も の 

 

（ 合併）  

第 48 条 本社団は、 総社員の同意がある と き は、 神奈川県知事の認可を 得

て、 他の社団たる 医療法人又は財団たる 医療法人と 合併する こ と ができ

る 。  

 

（ 分割）  

第 49 条  本社団は、 総社員の同意がある と き は、 神奈川県知事の認可を 得

て、 分割する こ と ができ る 。  

 

第 11 章  雑  則 

 

（ 公告の方法）  

第 50 条  本社団の公告は、  
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社団医療法人の定款例 備 考 

（ 例１ ） 官報に掲載する 方法によ っ て行う 。  

（ 例２ ） 法令に定めがあ る 場合を 除き 、 ○○新聞に掲載する 方法によ っ て行

う 。  

（ 例３ ） 法令に定めがある 場合を 除き 、電子公告（ ホーム ページ） によ っ て行

う 。  

（ 例３ の場合）  

２   事故その他やむを 得ない事由によ っ て前項の電子公告を する こ と ができ

ない場合は、 官報（ 又は○○新聞） に掲載する 方法によ っ て行う 。  

 

（ 他法と の関係）  

第 51 条  こ の定款に定めがない事項については、 医療法、 民法その他の法

令によ る 。  

 

（ 施行細則）  

第 52 条  こ の定款の施行細則は、 理事会及び社員総会の議決を 経て定め

る 。  

 

附  則 

 

第１ 条  本社団設立当初の役員は、 次のと おり と する 。  

        理事長  ○ ○ ○ ○ 

        理  事  △ △ △ △ 

          同    △ △ ○ ○ 

        監  事  □ □ □ □ 

 

第２ 条  本社団の最初の会計年度は、 第 14 条の規定にかかわら ず、 設立の

日から ○年○月○日ま でと する 。  

 

第３ 条  本社団設立当初の役員の任期は、 第 32 条第１ 項の規定にかかわら

ず、 ○年○月○日ま でと する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

・ 法第 44 条第４ 項参照。  

 

 

 

 

 

 

・ 設立の日から １ 年以内の
日付を 設定し てく ださ

い。  

 

・ 設立の日から ２ 年以内の
日付を 設定し てく ださ

い。  

 

 

 



（ 様式②）  
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設 立趣意書 
 

１   開設から の発展経過（ 理事長の履歴書と の整合性に注意し 、 文章化する 。）  

・  診療所の開設年月 

・  開設当時の外来患者数（ 一日平均）  

・  現在の外来患者数（ 一日平均）  

・  入院設備があれば病床数及び現在の入院患者数 

等について記載する 。  
 

２   法人の設立意図（ 文章化する 。ま た、医師会への加入や公的活動があればその内容も 記載。）  

（ 例）  

・  ○○学校の学校医、 予防接種、 ○○休日急患診療所の運営等の公的活動を通じ て地域医療

に貢献し てき た。  

・  今後も こ れら を続ける と と も に、 医業と 家計の分離を図り 経営の近代化を目的と し て法人

化する 。  

・  法人の名称の由来 

・  （ 診療所の名称を変更する 場合） 診療所の名称の由来 
 

３   事業内容（ 開設し よ う と する 診療所の概要と の整合性に注意）  

（ 例）  

従業者数   医  師（ 常勤）     ２ 人、 看護師（ 非常勤）  ２ 人 

准看護師（ 常勤）   １ 人、 事務員（ 常勤）    ２ 人 

診療科目   ○○科、 △△科 

診 療 日   月曜日 ～ 土曜日 
 

４   事業計画 

初年度（ ○年○月○日 ～ ○年○月○日）  

（ 例） ○月に常勤看護師を○名雇用し 、 診療体制を強化する 。  

次年度（ ○年○月○日 ～ ○年○月○日）  

（ 例） エッ ク ス 線装置○台を 更新する 。 更新に要する 費用は、 ○○万円を予定し ている 。  
 

５   当診療所において○年○月○日開催の設立総会において次の事項を 確認し て医療法人設立

に賛同する 。  

①医療法人設立趣旨承認 

②社員確認 

③定款承認 

④拠出( 寄附) 申込み及び設立時の財産目録承認 

⑤初年度及び次年度の事業計画案並びにこ れに伴う 収支予算案承認 

⑥役員及び管理者選任 

⑦設立代表者選任 

⑧本法人の開設する 診療所の建物を賃借する 契約の承認 

⑨本法人の使用する 医療機器等のリ ース 契約引継の承認 

 

  年  月  日 （ 設立総会開催年月日と する こ と ）  

医療法人○○会    設立代表者  ○○○○   

 

 注： 事業計画は、 設立後２ ( ３ ) 年間の事業計画の内容を要約し て記載する こ と 。  

 



（ 様式③）  
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設立当初において医療法人に所属すべき 財産の財産目録 

（    年   月   日現在）  

 

１ ． 資産額                                        円 

２ ． 負債額                                        円 

３ ． 純資産額                                      円 

 

（ 内訳）  
 

科                目            金        額（ 単位： 円）  

Ａ ． 基 本 財 産 

土  地 

建  物 

その他 

 

Ｂ ． 通 常 財 産 

流 動 資 産 

預      金 

医業未収金 

医  薬  品 

その他の流動資産 

有形固定資産 

土 地 

建 物 

医療用器械備品 

車両船舶 

その他の有形固定資産 

無形固定資産 

電話加入権 

その他の無形固定資産 

その他資産 

保証金（ 土地）  

 

Ｃ ． 資産合計（ Ａ ＋Ｂ ）   

Ｄ ． 負債合計  

Ｅ ． 純資産額（ Ｃ －Ｄ ）   

 

注： 科目欄は、 必要に応じ て加除する こ と 。  

 

  
 



（ 様式④）  
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設 立 時 の 財 産 目 録 の 明 細 書  

Ａ ． 基本財産 

土  地 

所      在      地 面    積 評  価  額 拠出(寄附)者氏名 

 ㎡ 円  

※ 不動産の鑑定書を添付する こ と 。  

 

建  物 

所      在      地 延  面  積 評  価  額 拠出(寄附)者氏名 

 ㎡ 円  

※ 不動産の鑑定書を添付する こ と 。  

 
Ｂ ． 通常財産 

預  金 

預  金  先 種    類 口   数 金    額 拠出(寄附)者氏名 

○○銀行○○支店 

△△銀行△△支店 

普通預金 

定期預金 

１  

１  

円 

円 

 

小     計  ２  円  

※ 銀行等の預金残高証明を添付する こ と 。 （拠出（寄附）額以上の残高があれば可） 

 

医業未収金 

種       類 月    分 評  価  額 拠出(寄附)者氏名 

社会保険診療報酬 

〃 

国民健康保険診療報酬 

〃 

○月分 

△月分 

○月分 

△月分 

円 

円 

円 

円 

 

小       計  円  

※ 銀行等への振込通知書の写し を添付する こ と 。  

※ 対象月は、 財産目録の作成時点の該当月（ 及びその前月） と する こ と 。  

 

医薬品等 

品       名 規 格 数 量 評  価  額 拠出(寄附)者氏名 

医  薬  品 

診 療 材 料 
（ 別紙明細）  

円 

円 

 

小       計  円  
 

医療用器械備品 

品       名 規 格 数 量 評  価  額 拠出(寄附)者氏名 

エッ ク ス 線装置 

電 気 メ  ス  

１  

１  

円 

円 

 

小       計 ２  円  

※ 減価償却一覧表（ 固定資産台帳）、 評価書を添付する こ と 。  

※ 品名は、 減価償却一覧表（ 固定資産台帳） 上の名称で統一する こ と 。  
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車両船舶 

品       名 規 格 数 量 評  価  額 拠出(寄附)者氏名 

  円  

※ 減価償却一覧表、 評価書を添付する こ と 。  

※ 車両については、 法人の業務の用に供し 、 原則と し て、 駐車禁止除外指定等を受けたも ので

ある こ と と し 、 駐車禁止除外指定証、（ 車種、 カーナンバーが確認でき る ） 車両の写真、 車検証

の写し を添付する こ と 。  

 

電話加入権 

局       番 番    号 評  価  額 拠出(寄附)者氏名 

  円  

 

その他 

品       名 規 格 数 量 評  価  額 拠出(寄附)者氏名 

保証金（ 土地）   円  

※ その他の例と し ては敷金、 保証金など が考えら れる 。 預り 証がある 場合は添付する こ と 。  

  ま た、 必要に応じ 評価書を添付する こ と 。  

 

（ 作成上の注意）  

１ ．  現金以外の財産の拠出（ 寄附） について、 詳細に記載する こ と 。  

（ 主な現物拠出（ 寄附） 財産の種類と 評価額）  

  預金 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  残高証明の額の範囲 

  医業未収金 ・ ・ ・ ・ ・ ・  前年実績等から の推計値 

  医薬品、 材料等 ・ ・ ・ ・  帳簿価額 

  不動産、 借地権 ・ ・ ・ ・  不動産鑑定評価書又は固定資産評価証明書の額 

  建物（ その付属設備を含む）・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  減価償却し た簿価 

  医療用器械備品（ その付属設備を含む）・ ・ ・  減価償却し た簿価 

  その他の器械備品（ その付属設備を含む）・ ・  減価償却し た簿価 

  電話加入権 ・ ・ ・ ・ ・ ・  時価 

  保証金等 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  契約書の金額 

               （ 契約書に償却に関する 条項がある 場合は償却後の金額）  

２ ．  ２ 以上の施設を所有( 開設) する 場合は、 それぞれの施設ごと に区分し 、 小計を付すこ と 。  

３ ． 有形固定資産( 非償却資産を除く 。 ) については、 取得原価から 減価償却累計額を控除し た

価額を評価額と する こ と 。 その際、 各資産ごと に取得原価と 控除する 減価償却累計額を示す

書類を添付する こ と 。 ( 確定申告時に使用する 電算様式を使用し ても 差し 支えない。 )  

４ ． 社団である 医療法人を設立する 際の現物拠出について、 その価額の総額が５ 百万円以上の

場合は、 現物拠出財産の価額が相当である こ と について、 弁護士、 弁護士法人、 公認会計

士、 監査法人、 税理士又は税理士法人の証明（ 現物拠出財産が不動産である 場合にあって

は、 当該証明及び不動産鑑定士の鑑定評価。） が必要である こ と 。  
 
   ［ 記載例］  

     拠出額の合計は、 XX, XXX, XXX円と する 。  

    上記拠出金額は相当な金額である こ と を 証明し ま す。  

         年  月  日 

     職名       氏名           



（ 様式⑤）  
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設 立時の 負債内訳書  
 （ 借入れに係わる も の）                                                 

借入先 借入年月日 借入額 
借入金の使途 

返済額 
未返済額 １ 月当 

返済額 
拠出者 

拠出財産 その他 負債引継額 その他 

○○○銀行 

○○○支店 
 年 月 日 

○○○円 
エッ ク ス 線装置  

○○○円 

運転資金  

○○○円 
○○○円 ○○○円 ○○○円 ○○円  

計 計 計 計 計 計 計  

※医療法人設立に際し 引継ぐ 借入金額の計算書（ 例） を 添付する こ と 。  

※借入が複数ある 場合は、 借入ごと に本表を作成する こ と 。  

 

 （ リ ース 物件に係わる も の）  

リ ース 元 リ ース 物件 規格数量 リ ース 期間 取得価格相当額 既支払額 
負債引継

額 
１ 月当 

リ ース 料 
拠出者 

○○○リ ース 株式会社 
心電計 

（ 型 式）  
１  

 年 月 日 

～ 

 年 月 日 

○○○円 ○○○円 ○○○円 ○○円  

    計 計 計 計  

（ 作成上の注意）  
１ ． 現物拠出( 寄附) 財産の取得時に発生し た負債は、 医療法人に引き 継ぐ こ と ができ る こ と 。 ただし 、 運転資金に係る 金銭拠出( 寄附) に要し た費用につい

ては、 医療法人に引き 継ぐ こ と ができ ないこ と 。  
よ って、 借入金の一部を医療用器械備品等の取得に当てた場合は、 未返済額を按分し て引継ぎ可能な負債額を 求める こ と 。  

（ 例） 未返済額９００万円×医療用器械備品等の取得に当てた費用８００万円／当初借入金１，０００万円＝引継ぎ可能な負債額７２０万円 

ま た、 当初借入金の全額を医療用器械備品等の取得に当てたが、 その後借換えを行ったため、 拠出( 寄附) 財産と 未返済額と の間に直接関係がなく なっ
てし ま った場合は、 次の要領で引継ぎ可能な負債額を求める こ と 。  
（ 例） 当初１，０００万円を借入れ、 未返済額が６００万円になった時点で、 借換えを行い新規借入れ４００万円を含め新たに１，０００万円の借入れを起こ し 、 現

在の未返済額が３００万円である 場合（ 借換え借入金のう ち新規４００万円は、 運転資金に消費し たも のと する 。）  
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借換え借入金未返済額３００万円×当初借入金の未返済額６００万円／借換え借入金１，０００万円＝引継ぎ可能な負債額１８０万円 
２ ． 負債額を証明する ための添付書類と し ては、 以下のも のが考えら れる こ と 。  

＜借入れに係わる も の＞ 
・ 金銭消費貸借契約書 
・ 返済計画書等の写し  
・ 負債残高証明及び債務引継承認願（ 負債全額又は負債の一部を法人に引継ぐ 場合）  

＜リ ース 物件（ ファ イ ナンス ・ リ ース 契約によ る も のに限る 。） で、 医療法人設立後、 リ ース 取引に係る 会計基準によ る 処理を行う 場合＞ 
・ リ ース 契約書等の写し  
・ 負債残高証明及び債務引継承認願（ リ ース 物件を法人に引継ぐ 場合）  

３ ． 上記の添付書類は一般例と し て示し たも のであり 、 個々の負債の内容によ り 、 それを証する 書類が異なる こ と はあり 得る 。  
４ ． 借入（ リ ース ） が複数ある 場合は、 借入（ リ ース ） の契約ごと に表を設ける こ と 。  
５ ．「 拠出財産」 及び「 リ ース 物件」 の欄に記載する 資産名は、 減価償却一覧表（ 固定資産台帳） 上の名称で統一する こ と 。  
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 医療法人設立に際し 引継ぐ借入金額の計算書（ 例）（ 借入れに係わるも の）  

 

① ○年○月○日に借入れた金額 

 

       ○○銀行  □□支店               １ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円  

               計                       １ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 

 

     医療法人設立に際し拠出（ 寄附） する設備投資等に要した額 

       建  物（ ×年×月×日支出）      ８ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 （ 支払先 (株)△△△）  

       保証金（ △年△月△日支出）      ５ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 （ 支払先 ○○○○）  

               計                   １ ３ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円  

 

       現在の借入金額                     ６ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円  

               計                         ６ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 

 

     ※医療法人設立に際し引継ぐ借入金額 

     １ ３ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 ÷ １ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 × １ ０ ０  ＝ １ ３ ０ ％ → １ ０ ０ ％ 

      ６ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 × １ ０ ０ ％ ＝ ６ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 

 

② ○年○月○日に借入れた金額 

 

       ◎◎銀行  △△支店                 ２ ， １ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円  

               計                         ２ ， １ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 

 

     医療法人設立に際し拠出（ 寄附） する設備投資等に要した額 

       超音波洗浄機（ ×年×月×日支出）    ２ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 （ 支払先(株)□□）  

       ユニッ ト ３ 台（ △年△月△日支出） １ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 （ 支払先(株)◎◎◎◎）  

               計                      １ ， ２ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円  

 

       現在の借入金額                     １ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円  

               計                         １ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 

 

     ※医療法人設立に際し引継ぐ借入金額 

     １，２００，０００円 ÷ ２，１００，０００円 × １，０００，０００円 ＝ ５ ７ １ ， ４ ２ ８ 円 

 

注 １ ． 複数の借入がある場合は、 それぞれについての引継額の合計が、 全体の借入総額と なる。  

２ ． 支出日は、 借入日より も後の日付であること 。  

３ ． 借入金の借換えがある場合には、 その借換え経過を証明する書類を添付するこ と 。  

４ ． 資産の名称は、 減価償却一覧表（ 固定資産台帳） 上の名称で統一するこ と 。  



（ 様式⑥）  
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（ 借入金を法人に引継ぐ 場合の証明書例）  

 

  年  月  日 

（ 金融機関名）  

  （ 代表者名）       殿 

 

                                             住  所   

                                             氏  名                            

 

 

負 債残高証明及び 債務引 継承認願 
 

  私の開設する  △△△診療所は、 こ のたび医療法に基づく 医療法人に組織変更し 、 医療

法人○○会を設立し 同法人が △△△診療所を開設する こ と になり ま し た。  

  つき ま し ては、 私が貴○○と の間に締結し た○年○月○日付金銭消費貸借契約証書によ

り 借り 受け負担し ている 債務元金○○○円也（ ○年○月○日現在額金○○○円也） 及びこ

の債務から 生ずる 一切の債務を前記の法人設立のう えは同法人に引継ぎたく 、 神奈川県知

事に設立認可申請書を提出する に当たり 、 貴○○のご証明及びご承認を得たく お願いし ま

す。  
 
                                                                                    

      上記の件証明及び承認し ま す。  

     年   月   日 

 

 

                                           所在地 

                                           金融機関名 

                                           代表者名                            

 

 

（ 作成上の注意）  

こ の様式は参考であり 、 金融機関独自の様式を使用し ても 差し 支えないこ と 。  

借入金の一部のみを引き 継ぐ 場合は、「 債務当初元金  円也のう ち債務当初元金  円

也及びこ の債務から 生ずる 一切の債務」 と する 。 こ の場合、 引継ぎ可能な借入金の額は、 35

頁で確定し た引継ぎ可能な借入金（ 負債引継額の欄） の額と 一致する 。  



（ 様式⑦）  
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（ リ ース 物件を負債と し て引継ぐ 場合の証明書例）  

 

 

  年  月  日 

（ リ ース 会社名）  

  （ 代表者名）       殿 

 

                                             住  所   

                                             氏  名                            

 

 

負 債残高証明及び 債務引 継承認願  
 

  私の開設する  △△△診療所は、 こ のたび医療法に基づく 医療法人に組織変更し 、 医療

法人○○会を設立し 、 同法人が △△△診療所を開設する こ と になり ま し た。  

  つき ま し ては、 私が貴○○と の間に締結し た○年○月○日付リ ース 契約証書によ る 債務

元金    円也（ ○○年○○月○○日現在額金    円也） 及びこ の債務から 生ずる

一切の債務を前記の法人設立の上は同法人に引き 継ぎたく 、 神奈川県知事に設立認可申請

書を提出する に当たり 、 貴○○のご承認を得たく お願いし ま す。  
 
                                                                                    

      上記の件承認し ま す。  

     年   月   日 

 

 

                                           所在地 

                                           リ ース 会社名 

                                           代表者名                            

 

 

※ リ ース 契約書は約款等も 含めた書類一式の写し 等を添付する こ と 。  

 

 

 



（ 様式⑧）  
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（ リ ース 契約を賃貸借契約と し て引継ぐ 場合の証明書例）  

 

 

  年  月  日 

（ リ ース 会社名）  

  （ 代表者名）       殿 

 

                                             住  所   

                                             氏  名                            

 

 

リ －ス 契約引継承 認願  
 

  私の開設する  △△△診療所は、 こ のたび医療法に基づく 医療法人に組織変更し 、 医療

法人○○会を設立し 、 同法人が △△△診療所を開設する こ と になり ま し た。  

  つき ま し ては、 私が貴○○と の間に締結し た○年○月○日付リ ース 契約書（ 契約番号○

○○○○） の賃借人の名義を、 前記の法人設立のう えは同法人に引継ぎたく 、 神奈川県知

事に設立認可申請書を提出する に当たり 、 貴○○のご承認を得たく お願いし ま す。  
 
                                                                                    

      上記の件承認し ま す。  

     年   月   日 

 

 

                                           所在地 

                                           リ ース 会社名 

                                           代表者名                            

 

 

※ リ ース 契約書は約款等も 含めた書類一式の写し 等を添付する こ と 。  

 

 



（ 様式⑨）  
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開設し よ う と する 診療所の概要  
名    称  

所 在 地  電  話 （     ）    － 

所管保健所名                                

診療科目  

病 床 数 床 

管 理 者 
氏  名                      

医  籍     第                号（              年   月   日登録）  

職    員 

職      種 
現      員 

職      種 
現      員 

常  勤 非常勤 常  勤 非常勤 

 
医          師 

歯  科  医  師 

看    護    師 

准  看  護  師 

歯 科 衛 生 士 

看 護 補 助 者 

薬    剤    師 

栄    養    士 

診療放射線技師 

診 療 Ｘ 線 技 師        

 
人 

 
人 

 
臨 床 検 査 技 師        

衛 生 検 査 技 師        

歯 科 技 工 士 

理 学 療 法 士 

作 業 療 法 士 

   ・  

   ・  

事  務  員 

 
人 

 
人 

合      計   人 人 

診 療 日 月曜日～土曜日 

診療時間 
月～金  ○時から ○時ま で ○時から ○時ま で 

  土    ○時から ○時ま で 

非 常 勤 

医 師 の 

勤務状況 

○○○○（ 内科、 小児科）  月       ○時から ○時ま で 

□□□□（ 宿直）          火、 木   ○時から ○時ま で 

 
注 １ ． 現員欄は、 常勤と 非常勤、 職種別に分けて記入する こ と 。  

２ ． 次の書類を 添付する こ と 。  
( 1)  周辺の概略図 
( 2)  診療所の敷地図（ ビルの一室で開設する 場合はフ ロ アの平面図）  
( 3)  診療所の平面図 

３ ． 療養病床を 有し ない診療所は、 こ の様式によ る 。  
４ ． 土地、 建物を賃貸借する 場合は下記の書類 

( 1)  賃貸借契約書（ 写し ）  
( 2)  覚書…従来個人で契約している不動産を、法人が引き続き賃借する場合 
( 3)  不動産登記の登記事項証明書 
( 4)  不動産を法人関係者から 賃借する 場合は賃借料の算出根拠資料を 添付 

５ ． 診療時間に昼休憩が含ま れる 場合は午前と 午後の診療時間を分けて記載する こ と 。  



（ 様式⑩）  
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（ 病院、 療養病床を有する 診療所の概要記載例）  

 

開設し よ う と する 診療所（病院）の概要  
名    称  

所 在 地  電  話 （    ）   － 

所管保健所名                                

診療科目  

病 床 数 床 

管 理 者 
氏  名                          

医  籍     第                号（              年   月   日登録）  

職    員 

職      種 定  員 現  員 職      種 定  員 現  員 
 
医          師 

歯  科  医  師 

看    護    師 

准  看  護  師 

歯 科 衛 生 士 

看 護 補 助 者 

薬    剤    師 

栄    養    士 

診療放射線技師 

診 療 Ｘ 線 技 師        

臨 床 検 査 技 師        

衛 生 検 査 技 師        

 
人 

 
 

 
人 

人 

 
歯 科 技 工 士 

理 学 療 法 士 

作 業 療 法 士 

・  

・  

・  

・  

・  

事    務    員 

労    務    員 

 
人 

 
人 

合      計   

敷  地               ㎡（ う ち借地          ㎡）  （ 付近案内図及び平面図添付）  

建  物 延            ㎡（ 構造、 用途及び各室の面積を示す図面）  

 

 
鉄筋コ ンク リ ート ○階建    延                      ㎡（ 外来、 管理棟）  

  ① 診  療  室         ○室                   ㎡ 

       内    科                                ㎡ 

       外    科                                ㎡ 

       ○ ○ 科                                ㎡ 

  ② 処  置  室                                ㎡ 

       内    科                                ㎡ 

       外    科                                ㎡ 

       ○ ○ 科                                ㎡ 

  ③ 調  剤  室                                ㎡ 

  ④ 手  術  室                                ㎡ 

 

常勤 

非常勤 
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  ⑤ 臨床検査室                                ㎡ 

  ⑥ エッ ク ス 線室                              ㎡ 

         ：  

         ：  

  ⑩ 病室（     室）                             ㎡ 

     ○ ○ 棟                                  ㎡ 

        ○人×○室＝             人（ 一般）  

        ○人×○室＝             人（ 一般）  

        ○人×○室＝             人（ 一般）  

     ○ ○ 棟                                  ㎡ 

        ○人×○室＝             人（ 一般）  

        ○人×○室＝             人（ 一般）  

        ○人×○室＝             人（ 一般）  

         ：  

  ○ 事  務  室                                ㎡ 

  ○ 医      局                                ㎡ 

  ○ 医療宿直室                                ㎡ 

          医      師                           ㎡ 

          看  護  師                           ㎡ 

          そ  の  他                           ㎡ 

  ○ 厨   房                                ㎡ 

  ○ 洗 濯 施 設                                     ㎡ 

         ：  

  ○ 従業員宿舎                                ㎡ 

         医 師 用（所在地）                      ○戸（ 室）  

         看護師用（所在地）                      ○戸（ 人用）  

             ：  

診 療 日 月曜日～土曜日 

診療時間 
月～金  ○時から ○時ま で ○時から ○時ま で 

  土    ○時から ○時ま で 

非 常 勤 

医 師 の 

勤務状況 

○○○○（ 内科、 小児科）  月       ○時から ○時ま で 

□□□□（ 宿直）          火、 木   ○時から ○時ま で 

注 １ ． 現員欄は、 常勤と 非常勤（ 常勤換算後の数）、 職種別に分けて記入する こ と 。  
   ２ ． 次の書類を 添付する こ と 。  

（ １ ）  周辺の概略図－最寄り の駅、 主要道路、 目標も 記入する こ と 。  
（ ２ ）  敷地図 
  ア 地積図である こ と が望ま し い。  
  イ  拠出( 寄附) 者が２ 人以上又は拠出( 寄附) と 借地がある 場合には朱線等で明確に区分

する こ と 。  
（ ３ ）  建物平面図 
  ア 構造、 出入口、 用途など がわかる よ う なも のである こ と 。  
  イ  縮尺は任意である が、 100～200 分の１ 程度が望ま し い。  
  ウ  拠出( 寄附) 者が２ 人以上又は拠出( 寄附) と 借地がある 場合には朱線等で明確に区分

する こ と 。  
３ ． 病院及び療養病床を有する 診療所は、 こ の様式によ る 。  
４ ． 診療時間に昼休憩が含ま れる 場合は午前と 午後の診療時間を分けて記載する こ と 。  
 



（ 様式⑪）  
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（ 建物等不動産賃貸借契約を引き 継ぐ 場合の覚書の例）         

 

覚       書 
 

〈 記入例〉  

 ○○不動産（ 以下「 甲」 と いう 。） と 、 ○○ ○○（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 甲乙間で締

結し た○○年○○月○○日付け賃貸借契約書（ 以下「 契約書」 と いう 。） の乙の表示に関し

下記のと おり 取り 決めた。  

 

記 

 

契約書における 乙の表示は、 乙が神奈川県知事に申請中の医療法人の設立が登記さ れた

日をも って「 医療法人○○会」（ 理事長（ 氏   名）、（ 法人の住所）） と 読み替える 。  

賃貸借契約期間終了後も 、 契約を更新し 、 診療を継続でき る よ う 努める 。  

本覚書の成立を証する ため本書２ 通を作成し 、 当事者各１ 通を所持する 。  

 

      年  月  日 

 

甲  住 所 

   会社名 

                      代表者名             

 

乙  住 所（ 自宅の住所）  

   医療法人○○会 

                      設立代表者            

 

 

（ 作成上の注意）  

１ ． 下記の２ つの要素を満たすも のであれば、「 不動産賃貸借契約引継承認書」「 念書」「 確認

書」 等その様式、 形態を問わないこ と 。  

   ・ 賃貸人を個人から 法人に引き 継ぐ ための「 読替の特約」  

   ・ 長期間にわたり 賃貸借契約を継続する こ と の保証 

２ ．貸主が複数である 場合には、甲欄を連名で作成する か、貸主ごと に作成する かいずれかの

方法で構わないこ と 。  

３ ． 改めて賃貸借不動産契約を締結する 場合は、上記１ ． の２ つの要素を満たす内容で、設立

代表者と し て契約を締結する こ と 。  
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（設立しようとする医療法人と医療法人の役員等が不動産賃貸借契約を締結する場合）              

 

近 傍 類 似 に つ いて 

 

 所      在      地 月額賃料( Ａ )  延べ床面積( Ｂ )  
㎡当たり の単価 

( Ａ ) ／( Ｂ )  

当該物件  円 ㎡ 円 

参考物件１      

参考物件２      

参考物件３      

 

添付書類 

   １ ． 当該物件と 参考物件の位置関係が分かる 明細地図等（ 当該物件と 参考物件をラ イ ンマーカーで明示する こ と 。）  

   ２ ． 参考物件の根拠資料（ 住宅情報誌の写）  

注 １ ． 参考物件は当該物件と 同じ 最寄り 駅の物件から 選定する こ と 。  

  ２ ． 月額賃料（ Ａ ） には、 管理費や共益費等、 毎月の支出が見込ま れる 費用も 合計し た額を記載する こ と 。 ま た、 税込の額で統一する こ と 。  
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   年   月   日 

 

医療法人○○会 

設立代表者  ○○○○○  殿 

 

 

 

                                             氏  名                           印 

 

 

 

管 理者就任承諾書 
 

   年   月   日開催の医療法人○○会の設立総会において、 医療法人○○会が開設し

よ う と する △△△診療所の管理者に選任さ れ、 その就任を承諾し ま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注： 医師免許証の写し を添付する こ と 。（ 保健所の原本証明は不要）  
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   年   月   日 

 

医療法人○○会 

設立代表者  ○○○○○  殿 

 

 

 

                                             理事長                           印 

                                             理  事                           印 

                                             理  事                           印 

                                             理  事                           印 

                                             理  事                           印 

                                             監  事                           印 

 

 

 

役員就任承諾書 
 

私達は医療法人○○会設立のう えは、 それぞれ頭書の職名のと おり 役員に就任する こ と

を承諾し ま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注： 履歴書を添付する こ と 。  
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履    歴    書 
 

現 住 所 

ふ り が な

氏       名 

生年月日 

 

学    歴（ 概ね高校以上）  

  医師（ 歯科医師） については医師（ 歯科医師） 免許証番号、 登録年月日を記載する こ と 。  

その他の有資格者についても 、 免許証番号、 登録年月日を記載する こ と 。  

 

 

職    歴 

（ でき る だけ詳細に記入し 、 開設・ 経営上利害関係のある 営利法人等の役職員を兼務する 場合

は、 その法人名及び役職についても 記入する こ と 。）  

 

賞    罰（ ない場合はなし と 記入する こ と 。）  

 

    以上のと おり 相違なく 、 医療法人の役員と し ての欠格事由には該当し ま せん。  

 

 

    年  月  日 

 

                                           氏    名                           印 

 

注１ ． 設立者及び役員全員が作成する こ と 。  

２ ． 他の医療法人及び営利法人の役員の職についている 場合は必ず職歴欄に記載する こ と 。  

３ ． 印鑑登録証明書を添付する こ と 。  

４ ． 現住所は印鑑登録証明書と 同じ 表記にする こ と 。  

５ ． 開設・ 経営上利害関係にある 営利法人の役員等の役職員を兼務する 場合は、 兼務する 営

利法人等の規模が確認でき る 書類（ 役員名簿等） を添付する こ と 。  

６ ． 社員又は役員のみに就任する 場合であっても 、 履歴書及び印鑑登録証明書を提出する こ

と 。  

７ ． 学歴、 職歴に空白期間がある 場合は、「 令和○年○月～令和○年○月 就学（ 就業） 準

備期間」 のよ う に記載する こ と 。  
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役 員 及 び 社 員 の  名 簿 
 

（   年  月  日現在）  

 氏   名 生年月日 住     所 職  業 
拠  出 

（ 寄附） 額 
理事長と  
の 関 係 

役

員

名 

理事長 

理 事 

〃 

〃 

〃 

監 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 計 名 － － － 円 － 

社

員

名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 計 名    円  

( 作成上の注意)  

１ ． 財団である 医療法人については、 社員名欄を評議員に変えて記載する こ と 。  

２ ． 拠出(寄附)額は、 純資産額を記載する こ と 。  

３ ． 社員は４ 名以上と する こ と 。  

４ ． 監事は開設し よ う と する 診療所の職員や役員の親族以外の者と する こ と 。  
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委      任      状 
 

 

 

  私達は、（ 住所）                              （ 氏名）                を医療法人

○○会の設立代表者に選任し 、 本社団の設立に関する 一切の権限を委任し ま す。  

 

 

   年   月   日 

 

 

 

                                             住  所 

                                             氏  名                           印 

 

                                             住  所 

                                             氏  名                           印 

 

                                             住  所 

                                             氏  名                           印 

 

                                             住  所 

                                             氏  名                           印 
 

                                             住  所 

                                             氏  名                           印 

 

                                             住  所 

                                             氏  名                           印 

 

 

 

注： 被選任者を 除いて設立者全員が記名押印する こ と 。  
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医 療法人○○会設立総会 議事録  
 

１   日  時      年  月  日       時  分～      時  分 

２   場  所  ○○県○○郡（ 市） ○○町（ 村） ○○番地 ○○○○○ に於いて 

３   出席者の住所及び氏名 

       ○○県○○郡（ 市） ○○町（ 村） ○○番地  ○○ ○○ 

       ○○県○○郡（ 市） ○○町（ 村） ○○番地  ○○ ○○ 

               ：  

       ○○県○○郡（ 市） ○○町（ 村） ○○番地  ○○ ○○ 

４   議  事 

医療法人○○会を設立する ため、 上記のと おり 設立者全員が出席し た。 議長を選出すべ

く 、 全員で互選し たと こ ろ○○○○が選ばれ、 本人はこ れを承諾し 議長席につき 、 ○時○分

開会を宣し 、 議事に入った。  

第１ 号議案  医療法人設立趣旨承認の件 

設立者□□□□は発言し 、 本法人設立の趣旨を別紙「 医療法人○○会設立趣意書」 案のと

おり 述べた。  

議長は、 本趣旨の承認を全員に諮ったと こ ろ、 全員異議なく こ れを承認し 、 本案は可決さ

れた。  

 

第２ 号議案  社員確認の件 

議長は発言し 、 本法人が神奈川県知事の認可を受けて設立さ れたと き は、 本設立総会に出

席し た設立者全員が本法人の社員と なる こ と を述べたと こ ろ、 全員異議なく こ れを 承認し 、

本案は可決さ れた。  

 

第３ 号議案  定款承認の件 

議長は、 本法人の定款案を朗読し 、 全員に諮ったと こ ろ、 全員異議なく こ れを承認し 、 本

案は可決さ れた。  

 

第４ 号議案  拠出(寄附)申込み及び設立時の財産目録承認の件 

議長は発言し 、 本法人設立の資産と する ため、 拠出(寄附)を受けたい旨を述べたと こ ろ、

設立者のう ちから 次のと おり 拠出(寄附)し たい旨の申込みがあった。  

（ 氏  名）   建    物   （ 拠出(寄附)金額）   円 

            預    金         円 

            医 薬 品       円 

            機械器具       円 
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（ 氏  名）   預    金       円 

（ 氏  名）   預    金       円 

                    合    計       円 

（ ※以下、 拠出金に関する 事項については、 寄附の場合は記載不要。）  

ま た、 □□□□は発言し 、 当該拠出金に関し 、 次のよ う に述べた。  

拠出金は医療法人○○会設立認可後○○年間（ 概ね５ 年間以上、 10 年間以内） が経過し た

後に、 拠出者に返還する も のであり 、 金銭以外の資産に係る 拠出金の返還については、 拠出

時における 当該資産の価格をも って返還する こ と 。  

医療法人が解散し た場合には、 他の債務の弁済後でなければ拠出金を 返還する こ と ができ

ないこ と 。  

拠出金は利子を 付し て返還し ないこ と 。  

ま た、 □□□□は発言し 、 建物の建設資金と し て○○銀行から 借入金があり 現在○○円の

借入残金がある が、 建物を拠出(寄附)する に際し 、 こ の残金の返済を債権者の承認を得て設

立する 法人に引継ぎたいと 述べた。  

ま た、 ○○リ ース 会社から のファ イ ナンス ・ リ ース 契約によ る リ ース 物件である 医療用器

械器具があり 現在○○円のリ ース 料が残金と なっ ている が、 法人設立の際はリ ース 取引に係

る 会計基準を採用する こ と と し 、 こ の残金の支払いを債権者の承認を得て設立する 法人に引

き 継ぎたいと 述べた。  

議長は、 前記の拠出(寄附)金及び債務引継の件について全員に諮ったと こ ろ、 一同こ れを

確認し 、 設立時の負債金額を金○○円と する こ と を承認し た。  

議長は発言し 、 こ の結果本法人設立時の純資産額は、 金○○○円と し 、 その財産目録は別

紙のよ う になる と 示し たと こ ろ、 一同こ れを承認し 、 本案は可決さ れた。  

 

第５ 号議案  ○年度及び○年度の事業計画案並びに収支予算案承認の件 

議長は発言し 、 ○年度及び○年度の事業計画案並びにこ れに伴う 収支予算案を一同に示す

と と も に詳細に説明を し た。  

ま た、 役員報酬を支給する こ と と し 、 支給総額は令和○年度は、  

理事長    円 

理事     円 

・ ・ ・ ・ ・ ・  

 

令和○年度は、  

理事長    円 

理事     円 

・ ・ ・ ・ ・ ・  

と し たい旨を述べ、 承認を求めたと こ ろ、 全員異議なく 承認し 、 本案は可決さ れた。  
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第６ 号議案  役員及び管理者の選任の件 

議長は発言し 、 第３ 号議案で可決し た定款に規定さ れている と こ ろに従い、 本法人の役員

及び管理者を選任し たい旨を述べ、 設立者間で協議し たと こ ろ次のよ う に選任さ れた。  

理  事    ○ ○ ○ ○（ △△△診療所管理者）  

  同      △ △ △ △ 

  同      △ △ ○ ○ 

監  事    □ □ □ □ 

選任さ れた者は、 各自こ の就任を承諾し た。  

ついで議長は、 理事長を選任し たい旨を述べ、 理事に決定し た者の内から 、 次のよ う に互

選さ れた。  

理事長  ○ ○ ○ ○ 

選任さ れた者は、 こ の就任を 承諾し た。  

 

第７ 号議案  設立代表者の選任の件 

議長は発言し 、 医療法人の設立は、 原則と し て設立者全員の連署で神奈川県知事に申請す

る こ と と なっている が、 こ こ で設立代表者を１ 名選任し 、 設立に関する 一切の権限を委任し

たい旨を述べたと こ ろ、 一同こ れに賛成し たので、 設立代表者を互選し たと こ ろ、 次の者が

選任さ れた。  

設立代表者  ○ ○ ○ ○  

選任さ れた者は、 こ れを承諾し た。  

 

第８ 号議案  本法人の開設する （ 診療所名を入れる ） の建物を 賃借する 契約の承認の件 

議長は発言し 、 現在、 設立者□□□□氏が個人で開設し ている △△△診療所の建物○○㎡

を賃借し ている ので、 本法人を設立する に際し 、 所有者と 本法人設立代表者と が覚書を締結

する 必要がある こ と を 述べ、 覚書案を示し 、 こ れの承認を求めたと こ ろ、 全員異議なく 承認

し 、 本案は可決さ れた。  

 

第９ 号議案  本法人の使用する 医療機器等のリ ース 契約引継の承認の件 

議長は発言し 、 現在、 ○○リ ース 会社と 診療所で使用する 医療用器械備品についてリ ース

契約を締結し ている が、 本法人を設立する に際し 、 現在の契約を継続し 賃借人の名義を変更

する 必要がある こ と を 述べ、 リ ース 契約承認願案を示し 、 こ れの承認を求めたと こ ろ、 全員

異議なく 承認し 、 本案は可決さ れた。  

 

以上をも って医療法人○○会の設立に関する すべての議事を終了し たので議長は閉会を宣

し た。  
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本日の決議を確認する ため、 設立者全員が記名押印する 。  

 

設  立  者 ○ ○ ○ ○      印 

    同  △ △ △ △      印 

    同  △ △ ○ ○      印 

    同  □ □ □ □      印 

 

 

 

 

 

注１ ． 本議事録は参考例である ので、 こ れに準じ て議事の経過の概要及び結果を明確に記載す

る こ と 。  

２ ． 役員は理事３ 人以上、 監事１ 人以上と する こ と 。  

３ ． 理事の中には原則と し て法人の開設する 医療施設の管理者を全て入れる こ と 。  

４ ． 本申請の際は設立者全員の割印が必要と なる 。  
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設 立後２ （ ３ ） 年間の 事 業計画  
 

初年度（    年   月   日 ～    年   月   日）  

 

 

 

 

 

 

 

次年度（    年   月   日 ～    年   月   日）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ ． 当該年度に行おう と する 事業計画、 建物増改築計画、 物品購入計画、 病床計画、 資金及

び債務の弁済計画、 職員採用計画、 収支見込等該当する も のを箇条書き にする こ と 。  

  ２ ． こ の事業計画は、 予算の内容に関連する ので、 予算書と 一致さ せる こ と 。  

  ３ ． 設立趣意書の事業計画と 齟齬が無いよ う にする こ と 。  

  ４ ． 初年度の実期間が６ 月未満の場合には、 次々年度分の事業計画を加え、 表題を「 設立後

３ 年間の事業計画」 に修正する こ と 。 予算書についても 同様に作成する こ と 。  

 ５ ． 本資料及び予算関係書類に詳細な記載のない診療所移転・ 増設は、 原則と し て、 事業計

画に記載し た期間が経過する ま では認めら れないこ と 。  
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設 立後２ （ ３ ） 年間の 予 算書  
                                                

（ 支出予算額総括表）                                               （ 単位： 千円）  

科          目 
初年度 

（  か月）  

次年度 

 

対医業収入比（ ％）  

初年度 次年度 

 医  業  収  入    100. 0 100. 0 

  入  院  収  入     

  外  来  収  入     

  文  書  料     

  そ    の    他     

 医 業 外 収 入     

 借    入    金     

 拠  出  金  等     

 前 年 度 繰 越 金            

計   
  

（ 支出予算額総括表）                                               （ 単位： 千円）  

科          目 
初年度 

（  か月）  

次年度 

 

対医業収入比（ ％）  

初年度 次年度 

 医  業  費  用      

 医 業 外 費 用     

 施 設 整 備 費     

  施 設 整 備 費     

  医療機器購入費     

 借入金（ 元金） 返済     

 法  人  税  等     

 翌 年 度 繰 越 金            

計     

（ 運転資金）                            （ 単位： 千円）  

必  要  額 準  備  額 内

訳 

拠出金等  

  窓口収入  

（ 作成上の注意）  

１ ． 事業計画書の内容と 一致さ せる こ と 。  
２ ． 対医業収入比欄には、 各科目毎に各年度毎の医業収入比を記入する こ と 。（ 小数点第２ 位四

捨五入）  
３ ． ｢拠出金等｣は、 財産目録( 32 頁) のう ち、 ｢預金｣及び｢医業未収金｣を合算し たも のである こ

と 。  
４ ． 法人税等（ 租税公課） は、 発生主義に則って記載する こ と 。  
 よ って、 実際の納税は翌年度になる 場合であっ ても 、 税金相当額は初年度に計上する こ と 。  
５ ． 運転資金「 準備額」 は、「 必要額」 と 同額かそれ以上である こ と 。  
６ ． 運転資金「 必要額」 の求め方 
   必要額＝初年度支出（ 医業費用＋医業外費用＋借入金（ 元金） 返済） の２ か月分 
７ ． 運転資金「 準備額」 の求め方 
   準備金＝現物拠出財産（ 預金＋医業未収金） ＋窓口収入 
８ ． 運転資金「 窓口収入」 の求め方 
   窓口収入＝初年度収入{ 自費収入＋( 社会保険等収入の２ 割～３ 割) } の２ か月分 
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予算明細書 
 

初（ 次） 年度 

 １ 日平均 １ ヵ 月平均 １     年 

入 院 患 者 数 人 人 人 

外 来 患 者 数 人 人 人 

注１ ． 入院患者数（ １ 年） ＝入院患者数（ １ 日平均） ×365（ 366） 日と する 。  

  ２ ． 外来患者数（ １ 年） ＝外来患者数（ １ ヵ 月平均） ×12 と する 。  

  ３ ． 初年度が１ 年に満たない場合は、 実月数で計算する 。  

 

（ 収入）  

科          目 金額（ 千円）  内      容      説      明 

医  業  収  入   

  入  院  収  入   

    自  費  収  入  平均         円×年間       人 

    社会保険等収入  平均         円×年間       人 

    室 料 差 額 収 入         平均         円×年間       人 

  外  来  収  入    

    自  費  収  入  平均         円×年間       人 

    社会保険等収入  平均         円×年間       人 

  文    書    料  診断書発行   円×年間       件等 

  そ    の    他  集団検診料等 

医 業 外 収 入   

  受  取  利  息  預託金の利息 
  そ    の    他  従業員などの給食収入等 

借    入    金  銀行などから の借入金 

拠  出  金 等  預金、 医業未収金の合計 

前 年 度 繰 越 金         （ 次年度のみ）  

計   

（ 作成上の注意）  
１ ． 不要な科目は削除し ても 差し 支えないこ と 。 ま た、「 その他」 のう ち金額の多いも のについ

ては、 当該支出を示す名称を付し た科目をも って計上し ても 差し 支えないこ と 。  
２ ． 内容説明欄において、 入院・ 外来それぞれの自費患者数と 社保患者数の合計が、「 入院･外

来患者数表」 の１ 年間の患者数と 一致する こ と 。  
３ ． 自賠法、 労災法等によ る 診療報酬は、 自費収入に入れる こ と 。  
４ ． 収入については、 初年度は拠出金はある が、 次年度はこ れがなく （ 拠出( 寄附) があれば

別）、 代わり に前年度繰越金が入る 。  
５ ． 初年度、 次年度の２ 年分作成する こ と 。  
６ ． 開設する 医療施設ごと に収入内訳書を作成する こ と 。  
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（ 支出）  

科          目 金額（ 千円）  内      容      説      明 

医  業  費  用   
  給    与    費   
    職  員  給  与  給与費内訳書の職員給与のと おり  
    退職給与引当金   
    法 定 福 利 費   
  役 員 報 酬  給与費内訳書の役員報酬のと おり  
  材    料    費   
    医  薬  品  費   
    給 食 用 材 料 費          
    診 療 材 料 費   

    医療消耗備品費   
  経          費   
    福 利 厚 生 費  福利施設負担額など法定外福利費 
    旅 費 交 通 費  業務のための出張旅費 
    職 員 被 服 費  従業員に支給又は貸与する 白衣等 
    通    信    費  電話料、 郵便料金等 

    消  耗  品  費  事務用品費等 

    会    議    費  諸会議費等 

    光  熱  水  費  電気料、 ガス 料、 水道料等 

    修    繕    費  有形固定資産の修繕料 
    賃    借    料  土地、 建物等の賃借料 
    保    険    料  火災保険料等 
    交    際    費  接待費及び慶弔など交際に要する 費用 

    租  税  公  課  固定資産税等 

    そ    の    他   

  委    託    費  検査､給食､寝具､医事､清掃､保守等の委託費 
  そ  の  他  研究研修費、 本部費等 

医 業 外 費 用   
  支  払  利  息   
  そ    の    他   
施 設 整 備 費   
  施 設 整 備 費   
  医療機器購入費   
  そ    の    他   
借 入 元 金 返 済          
法  人  税  等   

翌 年 度 繰 越 金          

計   

 

（ 作成上の注意）  

１ ． 初年度、 次年度の２ 年分作成する こ と 。  

２ ． 開設する 医療施設ごと に支出内訳書を作成する こ と 。  
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給与費内訳書 
 
 職 員 給 与                             （ 単位： 千円）  

職    種 

 常  勤 （ 名）  １ 人当り  

 

月額給与 

月  額 

 

給与計 

年  間 

給与計 
年間賞与 年間計  非常勤 （ 名）  

   計   （ 名）  

医    師 

 

（ 歯科医師）  

      

      

 計      

看 護 師 

      

      

 計      

准看護師 

      

      

 計      

薬 剤 師 

臨 床 検 査 技 師        

診療放射線技師 

等 

      

      

 計      

事 務 員 

      

      

 計      

そ の 他 

      

      

 計      

合    計 

      

      

 計      

※  年度別、 施設別に作成する こ と （ ２ 施設の場合は、 ２ 施設×２ 年＝４ 枚）  

 

役 員 報 酬 

役 職 名 氏    名 
常勤･非常勤 

の別 
年 間 報 酬 額 

理事長 ○○ ○○  円 

理  事 ○○ ○○  円 

：  ○○ ○○  円 

監  事 ○○ ○○  円 

合   計   円 

注： 施設の職員と し て勤務する 者で、 管理者（ 理事長） など役員報酬のみの支払者について
は、 職員数欄に人数のみを計上し 、 職員給与の表と 役員報酬の表の間に「 ※常勤医師１ 名に
ついては、 役員報酬から 支払い。」 など と コ メ ント を記載する こ と 。  
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設 立代表者の 原本 証明  
 

 

  次の書類の写し は、 原本と 相違ないこ と を証明する 。  

 

 

 

１   負債残高証明及び債務引継承認書（ リ ース 物件引継を含む）  

 

２   医師（歯科医師）免許証 

 

３   不動産賃貸借契約書 

 

４   その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

    年    月    日 

 

                                                 医療法人○○会 

                                                 設立代表者  ○ ○ ○ ○      印 

 

注１ ． 原本証明が必要な種類を加除する こ と 。   

２ ． 日付欄は空欄にする こ と 。  
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Ⅴ 認可後の手続き  
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・   設立の手続き  

認可書を受領する のみでは医療法人の設立にはなら ず、 医療法人を設立する ためには、

次の手続き をする こ と が必要です。  

(１ )  認可を受けた後、法務局に設立登記申請書を提出し 、設立登記をし てく ださ い。

（ 医療法第 43 条第１ 項）  

 

(２ )  登記完了後、 遅滞なく 医療法人登記事項届、 法人の履歴事項全部証明書及び定

款を神奈川県知事あてに提出し てく ださ い。  

 

(３ )  登記完了後、 速やかに診療所開設許可申請書を提出し 、 入院設備を有する 場合 

は病床設置許可申請書及び構造設備使用許可申請書を診療所所在地の保健所等

に提出し 、 許可を受けてく ださ い。（ 医療法第７ 条、 第 27 条）  

なお、入院設備を有する 場合は、 他に手続き が必要な場合があり ま すので、 各市  

市等に事前にお問い合わせ下さ い。  

 

(５ )  開設届を診療所（ 病院） 所在地の保健所に提出し てく ださ い。（ 医療法施行令第

４ 条の２ ）  

 

(６ )  保険医療機関の指定を 受ける 場合は関東信越厚生局神奈川事務所で手続を行

ってく ださ い。  

 

(７ ) 保険医療機関指定通知書を受領し たのち、 保険診療が開始と なり ま す。  

 


